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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

（注）１．第４期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．従業員数は就業人員（当企業集団内から当企業集団外への出向者を除き、当企業集団外から当企業集団内への

出向者を含むほか、嘱託を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員及びアル

バイトを含んでおります。）は、各期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

４．当社は、平成18年２月20日付で株式１株を３株に分割いたしました。 

５．第５期中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成19年 
１月１日 
至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
12月31日 

売上高 （千円） － 5,198,727 8,473,159 5,982,919 11,482,435 

経常利益 （千円） － 1,352,517 1,730,569 1,447,879 2,580,840 

中間（当期）純利益 （千円） － 575,527 1,175,717 677,701 1,103,921 

純資産額 （千円） － 7,803,520 9,994,515 7,388,053 8,269,873 

総資産額 （千円） － 23,307,312 23,741,177 12,112,904 69,211,448 

１株当たり純資産額 （円） － 26,338.25 33,692.08 79,700.25 28,291.71 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） － 2,051.30 4,050.89 7,993.50 3,915.11 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

（円） － 1,928.25 3,948.51 7,282.78 3,699.00 

自己資本比率 （％） － 31.8 41.2 61.0 11.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 1,212,053 △110,618 △526,515 △1,011,574 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △8,306,186 △26,629,732 △5,964,443 △8,725,520 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 7,893,742 △3,573,857 8,036,562 40,062,534 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） － 3,104,379 2,674,954 2,206,293 33,000,002 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
－ 

(－) 

493 

(51) 

727 

(98) 

380 

(23) 

563 

(49) 



（2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第５期中間期以前、当社は持分法を適用すべき重要な関連会社が存在しなかったため、持分法を適用した場合

の投資利益は記載しておりません。 

３．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、嘱託を含んでお

ります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員及びアルバイトを含んでおります。）は、各

期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

４．当社は、平成17年５月20日付で株式１株を３株に、平成18年２月20日付で株式１株を３株に分割いたしまし

た。 

５．第４期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、第４期以降の持分法を適用した場合の投資利益、

営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロ

ー並びに現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載しておりません。 

６．第５期中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成19年 
１月１日 
至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
12月31日 

売上高 （千円） 2,199,024 4,352,276 6,445,811 5,650,858 10,495,518 

経常利益 （千円） 411,889 858,025 1,226,949 1,215,077 2,594,577 

中間（当期）純利益 （千円） 213,408 438,030 718,672 588,099 1,209,699 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 353,120 3,266,342 3,269,075 3,265,361 3,268,685 

発行済株式総数 （株） 84,300 281,622 290,442 92,698 289,038 

純資産額 （千円） 1,100,690 7,445,848 9,269,263 7,299,856 8,341,202 

総資産額 （千円） 3,913,825 18,496,792 22,510,222 11,728,139 20,457,186 

１株当たり純資産額 （円） 13,056.82 26,439.16 31,914.33 78,748.80 28,858.50 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 2,531.54 1,561.24 2,476.16 6,936.64 4,290.25 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

（円） 2,303.69 1,467.58 2,413.58 6,319.89 4,053.44 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 28.1 40.3 41.2 62.2 40.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 12,408 － － － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △1,056,905 － － － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 1,514,963 － － － － 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 1,093,751 － － － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
248 

(16) 

468 

(48) 

641 

(84) 

366 

(22) 

494 

(46) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当企業集団（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。 

（賃貸保証事業） 

 賃貸保証事業の保証履行能力の一層の強化へ向けた枠組みの設置、及び当該枠組みを活用することでの年間保証委

託料将来債権の証券化による資金調達を目的とし、匿名組合Alps、匿名組合Bench、匿名組合Cheeseに匿名組合出資

を行い、関係会社といたしました。 

（アセットマネジメント事業） 

 合同会社Rブリッジに対して出資を行い、また、匿名組合Rブリッジに対して匿名組合出資を行い、関係会社といた

しました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．匿名組合Rブリッジ、匿名組合Alps、匿名組合Bench、匿名組合Cheeseの「議決権の所有割合又は被所有割

合」は、匿名組合への出資割合であります。 

関係会社の状況  

名称 住所 

資本金 
または 
出資金 
（千円） 

主要な事業の内容
（注）１ 

議決権の 
所有又は 
被所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

合同会社Rブリッジ 東京都港区 100 
アセットマネジ

メント事業 
100.0 

当社がアセットマネジ

メント業務を受託  

匿名組合Rブリッジ 東京都港区 － 
アセットマネジ

メント事業 

100.0 

（注）２ 

当社がアセットマネジ

メント業務を受託  

匿名組合Alps 東京都港区 － 賃貸保証事業 
100.0 

（注）２ 

年間保証委託料将来債

権証券化に係る取引 

匿名組合Bench 東京都港区 － 賃貸保証事業 
100.0 

（注）２ 

年間保証委託料将来債

権証券化に係る取引 

匿名組合Cheese 東京都港区 － 賃貸保証事業 
100.0 

（注）２ 

年間保証委託料将来債

権証券化に係る取引 



４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当企業集団内から当企業集団外への出向者を除き、当企業集団外から当企業集団内へ

の出向者を含むほか、嘱託を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員及び

アルバイトを含んでおります。）は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比して164名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う中途採用によるも

のであります。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、嘱託を含んで

おります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員及びアルバイトを含んでおります。）

は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が前事業年度末に比して147名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う中途採用によるもので

あります。 

（3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 賃貸保証事業 490 (65) 

 アセットマネジメント事業 154 (21) 

 全社（共通） 83 (12) 

合計 727 (98) 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 641  （84） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、引き続き好調な企業部門が牽引となり設備投資を増加させ、外需拡

大による国内への影響とあいまって長期的な景気拡大へとつながっております。 

 当企業集団の所属する不動産業界におきましては、地価及び賃料が上昇に転じ、不動産証券化による不動産の金

融商品化が進んだ結果、不動産の流動性や透明性が高まったことなどにより国内外の投資資金を引きつけておりま

す。このような環境下において、競合他社の参入などが増加し、一般的に競争環境が激化したものの、当企業集団

にとっての事業機会は順調に拡大していると考えられます。 

 このような事業環境の中、当社が営む不動産資産に関わる各種の金融サービスを提供する事業、具体的には、賃

貸住宅に関わる滞納家賃保証システムの提供事業を営む「賃貸保証事業」、及び不動産ファンドのアセットマネジ

メント事業を営む「アセットマネジメント事業」において、収益の拡大と利益の確保に努めてまいりました。 

  賃貸保証事業は、規模が拡大するほど収益率が向上する収益逓増の法則が働くビジネスモデルであり、家賃回収

インフラとなることを目標としております。一方、アセットマネジメント事業は、専門性を持つチーム、差別化さ

れた投資戦略が規模拡大と収益性をもたらすビジネスモデルであり、資金運用の信頼機関としてのリーディングポ

ジションを確立することを目標としております。双方ともに賃貸住宅に関わる領域を主たる対象としており、市場

情報・構造に対する理解の高まりに関する補完関係が存在し、両事業間でシナジー効果が発揮されております。 

（賃貸保証事業） 

  平成15年４月より開始した賃貸保証事業では、不動産賃貸借契約に関わる滞納家賃保証システムの提供及び賃

貸住宅管理会社の家賃回収業務などの業務受託を行っており、賃貸住宅管理の業界におけるデコンストラクショ

ン（特定の業務に特化した業者が登場することによる業界バリューチェーンの再構成）の流れの上に位置付けら

れる事業であります。 

  当社の提供する賃貸住宅の滞納家賃保証システムは、被保証者である賃貸住宅入居者へのサービスのみなら

ず、多数の物件を管理する賃貸住宅の管理会社に対するサービス提供の側面を持っております。実際には当社が

入居者に直接営業するのではなく賃貸住宅管理会社が入居者に対して当社の保証を紹介することにより契約者の

拡大が促進されております。 

 当中間連結会計期間におきましては、前連結会計年度に続き大手賃貸住宅管理会社及び一定以上の管理戸数を

有する賃貸住宅管理会社への営業を推進いたしました。また、ハウスメーカー系やエリアNo.1をはじめとする大

手賃貸住宅管理会社の攻略に、より一層特化した体制を整え、個社ごとの状況を勘案した個別の提案活動を行う

ことにより、大手賃貸住宅管理会社における導入地域の拡大、利用率の向上を図っております。 

 加えて、今後の急速な業務量拡大や商品スキームの高度化に対応するため、業務システムの運用の安定化に努

めると同時に、社内業務フローの強化に乗り出し、併せて組織改変を実施し、事務集中センターを新設して、営

業と管理に分離していた事務部門を統一・連携させたほか、商品別プロジェクトチームを設けて、業務の効率化

を図っております。 

 以上より、大手賃貸住宅管理会社との提携及び導入地域の拡大が進み、囲い込み対象となる住宅の総数は増

え、結果として、新規獲得件数は堅調に推移しております。 

（アセットマネジメント事業） 

 アセットマネジメント事業は、不動産ファンドのアセットマネジメント、すなわち、自己資本をその主たる資

金として不動産の売買を実行するのではなく、投資家の資金運用を支援することにより運用手数料・成功報酬な

どを受取る事業であります。したがって、リプラスという成長途上の企業のバランスシートに制約を与えず、規

模拡大を図ることができます。 

 不動産金融事業のプレイヤーとしての当企業集団の特徴は、１）安定的かつ継続的な収益の拡大を目指してお

り、賃貸住宅を主たる対象とし、投資物件の転売によるキャピタル・ゲインよりも中期的な安定配当をもたらす

家賃収入に着目するという投資スタンスを取っていること、２）収益物件のみならず不動産の再生・付加価値向

上を投資収益確保の手法に組み込んでいることにより、崩れにくい収益基盤を確保しやすいこと、の２つがあり

ます。また、併せて、海外の不動産をアセットに組み入れることにより、アップサイドの収益を狙っておりま

す。 



 当中間連結会計期間におきましては、REIT（不動産投資信託）の外部成長を図る事業の枠組みを確立いたしま

した。REITという器を事業枠組みの中に保有することで、AUM（管理下資産）を継続的に増大させる形への移行

を目指しております。当社の連結子会社であるリプラス・リート・マネジメント株式会社がその資産運用を受託

するリプラス・レジデンシャル投資法人は、平成19年４月に新投資口発行を国内募集及び欧州を中心とする海外

市場での海外募集を行い、約195億円の資金を調達し、新たな物件の組み込みを実施いたしました。REITに物件

を効率的に組み込んでいくためには、その前段階として機動的に物件を取得し、「賃貸に係るリスク」と「開発

に係るリスク」を担うファンドが必要となります。当中間連結会計期間において、「賃貸に係るリスク」を担う

リプラス・レジデンシャル・ウェアハウジングファンドと、「開発に係るリスク」を担うリプラス・レジデンシ

ャル・コンストラクションマネジメントファンドそれぞれの運用の進展を図っております。 

 また、当企業集団では東アジア地域における経済成長力に着目し、当地域への投資ポートフォリオを構築して

おります。当社連結子会社であるリプラス・チャイナ・アセットマネジメント株式会社は中国国内不動産を投資

対象とした資金運用支援事業を行っており、平成18年４月に組成した約500億円の第１号ファンドに組み込まれ

た北京経済中心地域のオフィスビル２棟のリーシングは順調に推移しております。また、平成19年６月には当社

が管理する特別目的会社（SPC）を通じて、韓国ソウル市中心部の汝矣島(ヨイド)の住宅・サービスアパートメ

ントを中心とした複合開発施設への投資準備を開始いたしました。 

  以上より、当中間連結会計期間末において、AUM約515億円を新規で獲得し、総額で約2,465億円に達しまし

た。また、物件取得時のセットアップフィーが新規に獲得されたことに加え、ストック型のアセットマネジメン

トフィーの基盤も拡大いたしました。 

  これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は8,473,159千円（前年同期比63.0％増）、経常利益は1,730,569千

円（同28.0％増）、中間純利益は1,175,717千円（同104.3％増）となりました。 

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの売上高及び構成比は以下のとおりとなっております。 

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

（2）キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当社の規定により連結の範囲

の見直しを行った結果、主にRCA01（SPC）が連結範囲から除外されたことにより、前連結会計年度末比30,325,048

千円減少し、2,674,954千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動により使用した資金は110,618千円（前年同期1,212,053千円獲得）とな

りました。これは主として、税金等調整前中間純利益が1,979,624千円計上されたものの、法人税等の支払額が

1,276,187千円、立替金の増加額が910,496千円計上されたことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動により使用した資金は26,629,732千円（前年同期8,306,186千円使用）

となりました。これは主として、当中間連結会計期間より連結除外となった子会社の現金及び預金30,358,219千

円の減少を含む連結除外子会社有価証券の売却に伴う支出28,757,280千円があった一方で、当中間連結会計期間

末に連結除外となった匿名組合MASUKAGAMIの土地を売却したため、有形固定資産の売却による収入2,790,000千

円があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動により使用した資金は3,573,857千円（前年同期7,893,742千円獲得）と

なりました。これは主として、長期借入れによる収入が4,990,000千円あったものの、短期借入金の減少額が

3,692,496千円、コマーシャルペーパー返済による支出が2,500,000千円、長期借入金の返済による支出が

2,115,250千円あったことによるものであります。 

事業の種類別セグメントの名称 売上高（千円） 構成比（％） 

賃貸保証事業 3,657,557 43.2 

アセットマネジメント事業 4,815,601 56.8 

合計 8,473,159 100.0 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

 当企業集団は、賃貸保証事業及びアセットマネジメント事業を主体としており、生産実績を定義することが困難

であるため、生産実績の記載はしておりません。 

（2）受注状況 

 当企業集団は、受注生産を行っておりませんので、受注状況の記載はしておりません。 

（3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．平成18年８月をもって、賃貸保証事業は賃貸サポート事業から、アセットマネジメント事業はホフ事業か

ら、それぞれ名称変更しております。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において当企業集団が対処すべき課題について、重要な変更はありません。  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

賃貸保証事業 3,657,557 160.3 

アセットマネジメント事業 4,815,601 165.1 

合計 8,473,159 163.0 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

全国住宅運用特定目的会社 － － 1,054,040 12.4 

リプラス・レジデンシャル投資法人 － － 998,472 11.8 

Re-plus China Asset Management Cayman 668,500 12.9 － － 

RCA01 571,000 11.0 － － 

有限会社リプラス・レジデンシャル・ウェ

アハウス１号 
528,115 10.2 － － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（１）提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。 

（２）国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はございません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式は含まれておりません。 

（2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

（平成15年７月31日臨時株主総会決議に基づく新株予約権の付与） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した株式数を控除してお

ります。 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,118,568 

計 1,118,568 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年６月30日） 

提出日現在 
 発行数（株） 

（平成19年９月20日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 290,442 290,685 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 290,442 290,685 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 348(注)１ 330(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─ ─  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,132(注)１ 2,970(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 556(注)２、３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成25年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  556 

資本組入額 278(注)３ 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要するも

のとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─ ─ 



上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。 

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げ

る。 

更に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

３．平成17年11月18日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年２月20日をもって平成17年12月31日（土曜

日）[ただし、当日は名義書換代理人の休業日につき、実質上は平成17年12月30日（金曜日）]最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式を、１株につき３株に分割いたしました。この

ため、平成18年２月21日以降の払込金、発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。 

４．新株予約権の行使の条件は次のとおりである。 

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相

続により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。 

②新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使時に

おいても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、店頭

登録あるいは上場後に、任期満了による退任または定年退職した場合及び特に取締役会が認めた場合はこ

の限りではない。 

③新株予約権発行時において社外のコンサルタントであった者は、新株予約権行使時においても当社との間

でコンサルタント契約を締結していることを要する。また、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使

に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数及び行使の時期について、当社取締役会の承認を要するものと

する。 

④新株予約権の割当を受けた者は、以下の区分に従って、権利の一部または全部を行使することができる。

（イ）権利行使時において当社及び当社子会社の取締役の地位にある者 

店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から、全ての新株予約権を行使することがで

きる。 

（ロ）権利行使時において当社の従業員の地位にある者 

イ．店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から１年以内の期間において割当を受けた

新株予約権の数の最大30％（ただし、小数第１位を四捨五入する。）以内について権利を行使する

ことができる。 

ロ．店頭登録あるいは上場の日より２年を経過した日の翌日から１年以内の期間において既に行使済み

の数を含めて割当を受けた新株予約権の数の最大60％（ただし、小数第１位を四捨五入する。）以

内について権利を行使することができる。 

ハ．店頭登録あるいは上場の日より３年を経過した日の翌日以降は、未行使の新株予約権について権利

を行使することができる。 

ニ．上記の区分に関わらず定年退職を迎える者については、次のとおりとする。 

ａ．定年退職日までは上記区分に準ずる。 

ｂ．定年退職日の翌日以降については、店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日か

ら、未行使の新株予約権を全て行使することができる。 

なお、別途細則に新株予約権の行使について定めのある場合は、この限りではない。 

⑤新株予約権行使日の前日の店頭または証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たり払込金額の

1.5倍以上であることを要する。 

調整後 
行使価額 

＝ 

既発行
株式数

× 
調整前 
行使価額

＋ 
新規発行または
処分株式数 

× 
１株当たり払込金額 
または処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



（平成15年12月８日臨時株主総会決議に基づく新株予約権の付与） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した株式数を控除してお

ります。 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。 

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げ

る。 

更に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

３．平成17年11月18日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年２月20日をもって平成17年12月31日（土曜

日）[ただし、当日は名義書換代理人の休業日につき、実質上は平成17年12月30日（金曜日）]最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式を、１株につき３株に分割いたしました。この

ため、平成18年２月21日以降の払込金、発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。 

４．新株予約権の行使の条件は次のとおりである。 

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相

続により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。 

②新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役・監査役または従業員であった者は、新株予約

権行使時においても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。た

だし、店頭登録あるいは上場後に、任期満了による退任または定年退職した場合及び特に取締役会が認め

た場合はこの限りではない。 

③新株予約権発行時において社外のコンサルタントであった者は、新株予約権行使時においても当社との間

でコンサルタント契約を締結していることを要する。また、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使

に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数及び行使の時期について、当社取締役会の承認を要するものと

する。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 304(注)１     304(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─  ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,736(注)１      2,736(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 556(注)２、３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年12月９日 

至 平成25年12月８日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  556 

資本組入額 278(注)３ 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要するも

のとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─ ─ 

調整後 
行使価額 

＝ 

既発行
株式数 

× 
調整前 
行使価額

＋ 
新規発行または
処分株式数 

× 
１株当たり払込金額 
または処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



④新株予約権の割当を受けた者は、以下の区分に従って、権利の一部または全部を行使することができる。

（イ）権利行使時において当社または当社子会社の取締役・監査役の地位にある者 

店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から、全ての新株予約権を行使することがで

きる。 

（ロ）権利行使時において当社の従業員の地位にある者 

イ．店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から１年以内の期間において割当を受けた

新株予約権の数の最大30％（ただし、小数第１位を四捨五入する。）以内について権利を行使する

ことができる。 

ロ．店頭登録あるいは上場の日より２年を経過した日の翌日から１年以内の期間において既に行使済み

の数を含めて割当を受けた新株予約権の数の最大60％（ただし、小数第１位を四捨五入する。）以

内について権利を行使することができる。 

ハ．店頭登録あるいは上場の日より３年を経過した日の翌日以降は、未行使の新株予約権について権利

を行使することができる。 

ニ．上記の区分に関わらず定年退職を迎える者については、次のとおりとする。 

ａ．定年退職日までは上記区分に準ずる。 

ｂ．定年退職日の翌日以降については、店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日か

ら、未行使の新株予約権を全て行使することができる。 

なお、別途細則に新株予約権の行使について定めのある場合は、この限りではない。 

⑤新株予約権行使日の前日の店頭または証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たり払込金額の

1.5倍以上であることを要する。 

（平成16年６月30日臨時株主総会決議に基づく新株予約権の付与） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した株式数を控除してお

ります。 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。 

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げ

る。 

更に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 115(注)１ 106(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,035(注)１ 954(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 600(注)２、３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成26年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  600 

資本組入額 300(注)３ 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要するも

のとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─ ─ 

調整後 
行使価額 

＝ 

既発行
株式数 

× 
調整前 
行使価額

＋ 
新規発行または
処分株式数 

× 
１株当たり払込金額 
または処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



３．平成17年11月18日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年２月20日をもって平成17年12月31日（土曜

日）[ただし、当日は名義書換代理人の休業日につき、実質上は平成17年12月30日（金曜日）]最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式を、１株につき３株に分割いたしました。このた

め、平成18年２月21日以降の払込金、発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。 

４．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続

により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。 

②新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役・監査役または従業員であった者は、新株予約権

行使時においても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただ

し、店頭登録あるいは上場後に、任期満了による退任または定年退職した場合及び特に取締役会が認めた場

合はこの限りではない。 

③新株予約権発行時において社外のコンサルタントであった者は、新株予約権行使時においても当社との間で

コンサルタント契約を締結していることを要する。また、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使に先

立ち、当該行使に係る新株予約権の数及び行使の時期について、当社取締役会の承認を要するものとする。

④新株予約権の割当を受けた者は、以下の区分に従って、権利の一部または全部を行使することができる。 

（イ）権利行使時において当社及び当社子会社の取締役・監査役の地位にある者 

店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から、全ての新株予約権を行使することがで

きる。 

（ロ）権利行使時において当社の従業員の地位にある者 

イ．店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から１年以内の期間において割当を受けた新

株予約権の数の最大30％（ただし、小数第１位を四捨五入する。）以内について権利を行使すること

ができる。 

ロ．店頭登録あるいは上場の日より２年を経過した日の翌日から１年以内の期間において既に行使済みの

数を含めて割当を受けた新株予約権の数の最大60％（ただし、小数第１位を四捨五入する。）以内に

ついて権利を行使することができる。 

ハ．店頭登録あるいは上場の日より３年を経過した日の翌日以降は、未行使の新株予約権について権利を

行使することができる。 

ニ．上記の区分に関わらず定年退職を迎える者については、次のとおりとする。 

ａ．定年退職日までは上記区分に準ずる。 

ｂ．定年退職日の翌日以降については、店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から、

未行使の新株予約権を全て行使することができる。 

なお、別途細則に新株予約権の行使について定めのある場合は、この限りではない。 

⑤新株予約権行使日の前日の店頭または証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たり払込金額の1.5

倍以上であることを要する。 

  

 （平成16年11月１日臨時株主総会決議に基づく新株予約権の付与） 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 39(注)１  38(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─  ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 351(注)１  342(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 806(注)２、３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年11月２日 

至 平成26年11月１日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  806 

資本組入額 403(注)３ 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要するも

のとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─ ─ 



 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した株式数を控除してお

ります。 

 ２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。 

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げ

る。 

    更に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

３．平成17年11月18日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年２月20日をもって平成17年12月31日（土曜

日）[ただし、当日は名義書換代理人の休業日につき、実質上は平成17年12月30日（金曜日）]最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式を、１株につき３株に分割いたしました。この

ため、平成18年２月21日以降の払込金、発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。 

４．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相

続により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。 

②新株予約権発行時において当社または当社子会社の従業員であった者（入社予定者を含む。）は、新株予

約権行使時においても当社、当社子会社または当社の関係会社の取締役・監査役または従業員であること

を要する。ただし、店頭登録あるいは上場後に、任期満了による退任または定年退職した場合及び特に取

締役会が認めた場合はこの限りではない。 

③新株予約権発行時において社外のコンサルタントであった者は、新株予約権行使時においても当社との間

でコンサルタント契約を締結していることを要する。また、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使

に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数及び行使の時期について、当社取締役会の承認を要するものと

する。 

④新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において以下の（イ）または（ロ）に該当する者は、各区分

に従って、権利の一部または全部を行使することができる。 

（イ）権利行使時において当社、当社子会社または当社の関係会社の取締役・監査役の地位にある者 

店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から、全ての新株予約権を行使することが

できる。 

（ロ）権利行使時において当社、当社子会社または当社の関係会社の従業員の地位にある者 

イ．店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日から１年以内の期間において割当を受けた

新株予約権の数の最大30％（ただし、小数第１位を四捨五入する。）以内について権利を行使する

ことができる。 

ロ．店頭登録あるいは上場の日より２年を経過した日の翌日から１年以内の期間において既に行使済み

の数を含めて割当を受けた新株予約権の数の最大60％（ただし、小数第１位を四捨五入する。）以

内について権利を行使することができる。 

ハ．店頭登録あるいは上場の日より３年を経過した日の翌日以降は、未行使の新株予約権について権利

を行使することができる。 

ニ．上記の区分に関わらず定年退職を迎える者については、次のとおりとする。 

ａ．定年退職日までは上記区分に準ずる。 

ｂ．定年退職日の翌日以降については、店頭登録あるいは上場の日より１年を経過した日の翌日か

ら、未行使の新株予約権を全て行使することができる。 

なお、別途細則に新株予約権の行使について定めのある場合は、この限りではない。 

⑤新株予約権行使日の前日の店頭または証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たり払込金額の

1.5倍以上であることを要する。 

調整後 
行使価額 

＝ 

既発行
株式数 

× 
調整前 
行使価額

＋ 
新規発行または
処分株式数 

× 
１株当たり払込金額 
または処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



②会社法に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

株式会社リプラス第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約

付）(平成18年12月11日取締役会決議) 

（注）１．本新株予約権付社債の残高を発行価格で除して得られた最大整数で表示しております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 20 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,922 (注)１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 337,700 (注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月27日 

至 平成22年12月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  337,700(注)２

資本組入額 168,850(注)３
同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使

はできない。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は会社

法第254条第２項本文及び第

３項本文の定めにより本社

債又は本新株予約権のうち

一方のみを譲渡することは

できない。 

同左 

新株予約権付社債の残高（千円）  2,000,000 同左 

代用払込みに関する事項 

本新株予約権の行使に際し

て出資される財産は、当該

本新株予約権に係る本社債

とし、当該本社債の価額は

その払込金額と同額とす

る。 

同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社は、本新株予約権付社

債の発行後、当社が消滅会

社となる合併又は当社が完

全子会社となる株式交換も

しくは株式移転（以下「組

織再編行為」という。）に

つき当社の株主総会で承認

決議した場合、当該組織再

編行為の効力発生日以前

に、残存する本社債の全部

（一部は不可）を額面100円

につき金100円で繰上償還す

る。 

同左 



２．①本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる１株当たりの額（以下

「転換価額」という。）の修正 

 平成20年６月、同年12月、平成21年６月、同年12月、平成22年６月及び同年12月の各20日（以下、それぞ

れを「決定日」という。）の翌取引日以降、決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値の

ない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下

「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平

均値の95％に相当する金額（100円未満を切り捨てる。以下「決定日価額」という。）が当該決定日時点に

おける転換価額を下回る場合、転換価額は決定日価額に修正され、当該修正された転換価額は、当該決定日

の翌取引日から適用される。なお、時価算定期間内に、下記②の転換価額の調整事由が生じた場合には、修

正後の転換価額は、本新株予約権付社債の社債要項にしたがい当社が適当と判断する金額に調整される。た

だし、かかる算出の結果、決定日価額が236,390円（ただし、下記②による調整を受ける。以下「下限転換

価額」という。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とする。 

②転換価額の調整  

 当社は、本新株予約権付社債の発行後、時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（た

だし、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式もしくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利の転換、交換もしくは行使によ

る場合を除く。）には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって転換価額を調整す

る。 

 また、転換価額は、当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合、時価を下回る対

価をもって当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合、時価を下回る対価をもって当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権その他の証券もしくは権利を発行する場合などにも適宜調整される。 

 なお、転換価額調整式において「既発行普通株式数」は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日が定められている場合はその日、また、当該基準日が定められていない場合は、調整後の転換価額を適用

する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から当該日における当社の有する当社普通株式数を

控除し、当該転換価額の調整前に、「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されてい

ない当社普通株式の株式数を加えるものとする。なお、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、転換

価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に関して増加した当社

普通株式数を含まないものとする。 

 また、転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（ただし、株主に割当てを受け

る権利を与えるための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役

会その他当社の機関の承認を条件としているときには基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式

会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）と

する。 

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めるところ

に従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合

は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前  

転換価額 
×

既発行普通株式数 ＋
交付普通株式数 × １株当たりの払込金額 

時価 

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数 



（3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 



（4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

     ２．平成19年７月１日から平成19年８月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が243株、資

本金が69千円、資本準備金が69千円増加しております。 

（5）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主であった菊本 淳子氏は、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年１月１日～

平成19年６月30日 

（注）１  

1,404 290,442 390 3,269,075 390 3,233,747 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

姜 裕 文 東京都港区虎ノ門４-１-28 

株式会社リプラス内 

101,700 35.0 

谷 家 衛 東京都渋谷区 26,900 9.3 

菊 本 淳 子 東京都港区虎ノ門４-１-28 

株式会社リプラス内 

24,800 8.5 

有限会社YNKホールディングス 東京都港区白金４-10-18-303 18,000 6.2 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）  

東京都港区浜松町２-11-３ 15,030 5.2 

ビーエヌピーパリバセキュリティーズサー

ビスロンドンジャスデックユーケーレジィ

デンツ （常任代理人 香港上海銀行東京支

店） 

東京都中央区日本橋３-11-１  10,000 3.4 

モルガンスタンレーアンドカンパニーイン

ク （常任代理人 モルガン・スタンレー

証券株式会社） 

東京都渋谷区恵比寿４-20-３ 

恵比寿ガーデンプレイスタワー 

8,254 2.8 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口）  

東京都中央区晴海１-８-11 7,413 2.6 

三菱UFJ証券株式会社  東京都千代田区丸の内２-４-１ 6,336 2.2 

ユービーエスエージーロンドンアカウント

アイピービーセグリゲイテッドクライアン

トアカウント（常任代理人 シティバン

ク・エヌ・エイ東京支店） 

東京都品川区東品川２-３-14 4,384 1.5 

計 － 222,817 76.7 



（6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11株（議決権11個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式  

290,442 
290,442 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 290,442 － － 

総株主の議決権 － 290,442 － 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 － － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 302,000 298,000 257,000 254,000 242,000 216,000 

最低（円） 250,000 240,000 216,000 202,000 163,000 178,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づき作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間財務諸表につ

いてはみかさ監査法人により監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表につい

ては東陽監査法人により監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みかさ監査法人 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間 東陽監査法人  



１【中間連結財務諸表等】 

（1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※２   3,471,879     2,674,954     33,367,660   

２．売掛金     1,292,430     2,170,856     1,494,753   

３．たな卸資産 ※５   16,795     327,777     302,445   

４．短期貸付金     1,523,640     3,301,765     124,673   

５．立替金     1,122,165     2,346,684     1,435,330   

６．その他     1,367,229     1,990,588     2,138,324   

貸倒引当金     △2,696     △1,476     △997   

流動資産合計     8,791,443 37.7   12,811,149 54.0   38,862,190 56.2 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産                     

（１）土地 ※２ 2,454,634     －     2,463,906     

（２）建設仮勘定   －     －     17,736,516     

（３）その他  ※１  122,158 2,576,792   246,193 246,193   227,436 20,427,859   

２．無形固定資産  ※２    136,749     365,422     156,063   

３．投資その他の資産                     

（1）投資有価証券  ※２  9,012,114     3,701,719     2,975,019     

（2）その他の関係会
社有価証券 

  1,750,000     5,237,731     3,155,270     

（3）その他   1,035,612 11,797,727   1,376,155 10,315,606   3,631,480 9,761,769   

固定資産合計     14,511,269 62.3   10,927,222 46.0   30,345,692 43.8 

Ⅲ 繰延資産     4,599 0.0   2,805 0.0   3,565 0.0 

資産合計     23,307,312 100.0   23,741,177 100.0   69,211,448 100.0 

        

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．短期借入金 ※2,4,6   9,835,250     3,360,400     38,826,606   

２．コマーシャルペーパ
ー 

    2,500,000     －     2,500,000   

３．未払金 ※２    1,131,056     1,401,177     1,132,242   

４．未払法人税等     841,413     983,814     1,297,667   

５．預り金     871,558     1,136,575     1,054,853   

６．保証履行引当金     255,733     554,790     437,279   

７．その他     64,132     599,322     346,983   

流動負債合計     15,499,144 66.5   8,036,081 33.8   45,595,631 65.9 

Ⅱ 固定負債                     

  １．社債     －     2,000,000     2,000,000   

２．長期借入金 ※2,5,6   －     3,520,960     1,072,500   

３．匿名組合預り金     －     －     12,225,419   

４．その他 ※２    4,647     189,621     48,023   

固定負債合計     4,647 0.0   5,710,581 24.1   15,345,943 22.2 

負債合計     15,503,792 66.5   13,746,662 57.9   60,941,574 88.1 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     3,266,342 14.0   3,269,075 13.8   3,268,685 4.7 

２．資本剰余金     3,231,014 13.9   3,233,747 13.6   3,233,356 4.7 

３．利益剰余金     1,466,074 6.3   3,218,915 13.5   1,985,836 2.9 

株主資本合計     7,963,431 34.2   9,721,737 40.9   8,487,878 12.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価
差額金 

    △546,000 △2.3   63,856 0.3   △310,500 △0.5 

評価・換算差額等合計     △546,000 △2.3   63,856 0.3   △310,500 △0.5 

Ⅲ 少数株主持分     386,088 1.6   208,920 0.9   92,494 0.1 

純資産合計     7,803,520 33.5   9,994,515 42.1   8,269,873 11.9 

負債純資産合計     23,307,312 100.0   23,741,177 100.0   69,211,448 100.0 

        



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,198,727 100.0   8,473,159 100.0   11,482,435 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,170,020 22.5   1,978,655 23.4   2,508,047 21.8 

売上総利益     4,028,707 77.5   6,494,504 76.6   8,974,387 78.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   2,651,441 51.0   4,717,306 55.6   6,185,689 53.9 

営業利益     1,377,265 26.5   1,777,197 21.0   2,788,698 24.3 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   6,947     38,593     16,486     

２．受取配当金   －     93,769     69,975     

３．消費税等差益   6,653     15,797     －     

４．その他   832 14,433 0.3 7,952 156,112 1.8 36,438 122,899 1.1 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   30,460     91,103     244,591     

２．コマーシャルペーパ
ー利息  

  －     22,114     33,377     

３．支払手数料   3,513     82,104     44,604     

４．新株発行費   4,185     －     －     

５．その他   1,022 39,182 0.8 7,418 202,740 2.4 8,183 330,758 2.9 

経常利益     1,352,517 26.0   1,730,569 20.4   2,580,840 22.5 

 Ⅵ 特別利益                     

 １．固定資産売却益   －     96,713     －     

 ２．その他の関係会社 
     有価証券売却益 

  － － － 160,277 256,990 3.0 － － － 

Ⅶ 特別損失                     

１．移転費用   － － － － － － 231,726 231,726 2.0 

    匿名組合損益分配前 
税金等調整前中間 
（当期）純利益 

    － －   1,987,560 23.4   2,349,114 20.5 

   匿名組合損益分配額     － －   7,935 0.0   △6,413 △0.0 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    1,352,517 26.0   1,979,624 23.4   2,355,528 20.5 

法人税、住民税及び
事業税 

  752,810     972,102     1,573,470     

法人税等調整額   △75,080 677,730 13.0 △221,866 750,236 8.9 △281,225 1,292,245 11.2 

少数株主利益または 
少数株主損失（△） 

    99,259 1.9   53,670 0.6   △40,637 △0.3 

中間（当期）純利益     575,527 11.1   1,175,717 13.9   1,103,921 9.6 

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 

その他有価証
券評価差額金

平成17年12月31日 残高（千円） 3,265,361 3,230,033 892,658 7,388,053 － 120,443 7,508,497 

中間連結会計期間中の変動額              

新株の発行 980 980 － 1,961 － － 1,961 

中間純利益 － － 575,527 575,527 － － 575,527 

連結子会社増加に伴う利益剰余金

減少高 
－ － △2,111 △2,111 － － △2,111 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
－ － － － △546,000 265,644 △280,355 

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円） 
980 980 573,416 575,377 △546,000 265,644 295,022 

平成18年６月30日 残高（千円） 3,266,342 3,231,014 1,466,074 7,963,431 △546,000 386,088 7,803,520 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 

その他有価証
券評価差額金

平成18年12月31日 残高（千円） 3,268,685 3,233,356 1,985,836 8,487,878 △310,500 92,494 8,269,873 

中間連結会計期間中の変動額              

新株の発行 390 390 － 780 － － 780 

中間純利益 － － 1,175,717 1,175,717 － － 1,175,717 

連結子会社減少に伴う利益剰余金

増加高 
－ － 57,361 57,361 － － 57,361 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
－ － － － 374,356 116,426 490,782 

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円） 
390 390 1,233,078 1,233,859 374,356 116,426 1,724,642 

平成19年６月30日 残高（千円） 3,269,075 3,233,747 3,218,915 9,721,737 63,856 208,920 9,994,515 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 

その他有価証
券評価差額金

平成17年12月31日 残高（千円） 3,265,361 3,230,033 892,658 7,388,053 － 120,443 7,508,497 

連結会計年度中の変動額              

新株の発行 3,323 3,323 － 6,646 － － 6,646 

当期純利益 － － 1,103,921 1,103,921 － － 1,103,921 

連結子会社増加に伴う利益剰余金

減少高 
－ － △10,742 △10,742 － － △10,742 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
－ － － － △310,500 △27,949 △338,449 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
3,323 3,323 1,093,178 1,099,824 △310,500 △27,949 761,375 

平成18年12月31日 残高（千円） 3,268,685 3,233,356 1,985,836 8,487,878 △310,500 92,494 8,269,873 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー

計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１．税金等調整前中間（当期）純利益   1,352,517 1,979,624 2,355,528 

２．減価償却費   9,618 36,423 35,125 

３．ソフトウェア償却費   1,323 － － 

４．繰延資産償却   1,022 － － 

５．連結調整勘定償却額   1,544 － 3,088 

６．のれん償却額    － 7,919 － 

７．貸倒引当金の増加額   2,251 － － 

８．保証履行引当金の増加額   87,129 117,511 268,676 

９．受取利息及び配当金   △6,947 △132,362 △86,461 

10．支払利息   30,460 113,217 277,969 

11．支払手数料   3,513 82,104 44,604 

12．新株発行費   4,185 － － 

13．固定資産売却益   － △96,713 － 

14．その他の関係会社有価証券売却益   － △160,277 － 

15．売上債権の増加額   △92,237 △208,247 △292,985 

16．たな卸資産の増加額   △2,269 － － 

17．前渡金の増減額（△：増加額）   95,791 254,284 △125,024 

18．未収入金の増加額   △133,709 △106,129 △434,676 

19．立替金の増減額（△：増加額）    27,573 △910,496 △285,612 

20．その他の関係会社有価証券増加額    － △202,237 △325,750 

21．匿名組合出資金の増加額    △207,501 － － 

22．未払金の増減額（△：減少額）     517,849 532,835 △162,006 

23．未払消費税等の増減額（△：減少
額）  

  △70,696 △100,358 34,547 

24．預り金の増加額    294,129 226,091 498,500 

25．その他    △7,367 △118,568 △199,083 

小計   1,908,184 1,314,620 1,606,439 

26．利息及び配当金の受取額   1,756 115,164 73,998 

27．利息の支払額   △58,756 △126,100 △221,129 

28．手数料の支払額   △5,416 △138,115 △1,448,630 

29．法人税等の支払額   △633,713 △1,276,187 △1,022,252 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,212,053 △110,618 △1,011,574 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー

計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１．拘束性預金の預入による支出   △367,500 － △367,657 

２．拘束性預金の解約による収入   － 367,657 － 

３．有形固定資産の取得による支出   △21,684 △38,357 △2,453,758 

４．有形固定資産の売却による収入   － 2,790,000 － 

５．無形固定資産の取得による支出   △40,331 △23,729 △94,768 

６．投資有価証券の払戻しによる収入   1,620,309 － － 

７．その他の関係会社有価証券の取得に
よる支出 

  － △716,791 △9,290,572 

８．投資有価証券の取得による支出   △5,428,876 △164,034 － 

９．その他の関係会社有価証券の払戻し
による収入 

  － 71,831 2,255,254 

10．その他の関係会社有価証券の譲渡に
よる収入  

  － 220,000 2,999,000 

11．関係会社への出資による支出   △1,780,000 △130,100 △47,403 

12．短期貸付金の増加額   △1,420,060 △332,091 △1,036,093 

13．長期貸付けによる支出   △112,352 △51,710 △207,802 

14．長期貸付金の回収による収入   － 263,173 13,000 

15．敷金保証金の差入れによる支出   △273,347 △129,981 △822,052 

16．連結除外子会社有価証券の売却に伴
う支出 

  － △28,757,280 － 

17．新規連結子会社株式等の取得に伴う
支出 

  △540,016 － － 

18．その他   57,671 1,683 327,334 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △8,306,186 △26,629,732 △8,725,520 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１．短期借入金の増減額（△：減少額）   5,409,715 △3,692,496 34,348,336 

２．コマーシャルペーパー発行による収
入 

  2,500,000 － 2,500,000 

３．コマーシャルペーパーの返済による
支出 

  － △2,500,000 － 

４．長期借入れによる収入   － 4,990,000 1,130,500 

５．長期借入金の返済による支出   △4,980 △2,115,250 △9,960 

６．株式の発行による収入   1,961 780 6,646 

７．株式の発行による支出   △12,954 △265 △12,987 

８．少数株主からの株式取得による支出   － △114,000 － 

９．匿名組合出資払戻しによる支出    － △137,793 － 

10．その他    － △4,833 2,100,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー   7,893,742 △3,573,857 40,062,534 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△：減少
額） 

  799,609 △30,314,208 30,325,439 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,206,293 33,000,002 2,206,293 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加
額 

  98,475 － 468,269 

Ⅶ 連結の範囲変更に伴う現金及び現金同等物
の減少額 

  － △10,839 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残
高 

※１ 3,104,379 2,674,954 33,000,002 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

 (1) 連結子会社の数  ５社  

連結子会社の名称 

リプラス・リート・マネジメ

ント株式会社 

リプラス・インベストメンツ 

株式会社 

リプラス・チャイナ・アセッ

トマネジメント株式会社 

匿名組合KATSURAGAWA 

匿名組合MASUKAGAMI  

リプラス・チャイナ・アセ

ットマネジメント株式会社

は、重要性が高くなったた

め、当中間連結会計期間より

連結の範囲に含めておりま

す。 

また、匿名組合

KATSURAGAWA及び匿名組合

MASUKAGAMIについては、当中

間連結会計期間において新た

に組成したため、連結の範囲

に含めております。 

 (1) 連結子会社の数   ８社 

     連結子会社の名称 

リプラス・リート・マネジメ

ント株式会社 

リプラス・インベストメンツ

株式会社 

リプラス・チャイナ・アセッ

トマネジメント株式会社 

   他５社 

  合同会社Rブリッジ、匿名

組合Rブリッジ、匿名組合

Alps、匿名組合Bench及び匿

名組合Cheeseは、当中間連結

会計期間に組成されたため、

当中間連結会計期間より連結

の範囲に含めております。 

  RCA01、RCAFund01,L.P.及

びその他の３社は、当中間連

結会計期間に持分の一部を売

却し、その持分比率が当社規

定の基準未満になったため、

当中間連結会計期間から連結

の範囲より除外しておりま

す。 

  なお、注記事項「（中間連

結貸借対照表関係）３．偶発

債務（２）保証債務」に記載

のとおり、RCA01に対して中

間連結財務諸表提出会社が多

額の保証債務を行っておりま

すが、一時的な契約のため、

連結の範囲から除外しており

ます。 

  匿名組合KATSURAGAWA及び

匿名組合MASUKAGAMIは、当中

間連結会計期間に持分の一部

を売却し、その持分比率が当

社規定の基準未満になったた

め、当中間連結会計期間末か

ら連結の範囲より除外してお

ります。 

 (1) 連結子会社の数   10社 

     連結子会社の名称 

     リプラス・リート・マネジメ

ント株式会社 

     リプラス・インベストメンツ

株式会社 

     リプラス・チャイナ・アセッ

トマネジメント株式会社 

     匿名組合KATSURAGAWA 

     匿名組合MASUKAGAMI 

     他５社        

  リプラス・チャイナ・アセ

ットマネジメント株式会社

は、重要性が高くなったた

め、当連結会計年度上期より

連結の範囲に含めておりま

す。 

  また、匿名組合

KATSURAGAWA及び匿名組合

MASUKAGAMIについては、当連

結会計年度上期において新た

に組成したため、連結の範囲

に含めております。 

  その他５社については、平

成18年９月30日をみなし取得

日として連結いたしておりま

す。 

   (2) 非連結子会社の名称等  

リプラス・インシュアランス 

株式会社  

 (2) 非連結子会社の数  27社 

    主要な非連結子会社 

リプラス・インシュアランス

株式会社 

     他26社 

 (2) 非連結子会社の数  18社      

    主要な非連結子会社 

リプラス・インシュアランス

株式会社 

     他17社 

  （連結の範囲から除いた理由）

 リプラス・インシュアラン

ス株式会社は小規模であり、

合計の総資産、売上高、中間

純損益、利益剰余金等は、い

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

（連結の範囲から除いた理由）

  リプラス・インシュアラン

ス株式会社他２社は小規模で

あり、合計の総資産、売上

高、中間純損益、利益剰余金

等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由）

 リプラス・インシュアラン

ス株式会社他１社は小規模で

あり、合計の総資産、売上

高、当期純損益、利益剰余金

等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ────────────   また、リプラス・レジデン 

シャル・ウェアハウス匿名組 

合他23社は、当企業集団が業 

務執行権を有していることか 

ら子会社に該当しますが、そ 

の持分比率が当社規定の基準 

未満であり子会社の大部分の 

損益が当社及び連結子会社に

帰属しないため、利害関係者

の判断を著しく誤らせるおそ

れがあることから「中間連結

財務諸表規則第５条第１項第

２号」を適用して連結の範囲

から除いております。 

  また、リプラス・レジデン

シャル・ウェアハウス匿名組

合他15社は、当該企業集団が

業務執行権を有していること

から子会社に該当しますが、

その持分比率が当社規定の基

準未満であり子会社の大部分

の損益が当社及び連結子会社

に帰属しないため、利害関係

者の判断を著しく誤らせるお

それがあると考えられること

から「連結財務諸表規則第５

条第１項第２号」を適用して

連結の範囲から除いておりま

す。 

   (3)他の会社等の議決権の過半数を

自己の計算において所有してい

るにもかかわらず子会社としな

かった当該他の会社の名称 

     匿名組合カルカッタ 

  （子会社としなかった理由） 

  当企業集団がアセットマネジ

メント事業の一環として取得し

たもので、第三者に売却するこ

とを意図しており、傘下に入れ

る目的ではないため子会社とし

ておりません。 

 (3) ────────────  (3) ──────────── 

 ２．持分法の適用に関する 

事項 

 (1)持分法非適用の非連結子会社及

び関連会社の名称 

    リプラス・インシュアランス 

    株式会社（非連結子会社） 

    匿名組合デリー（関連会社） 

  （持分法を適用しない理由） 

  両社は中間純損益及び利益

剰余金等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

 (1) ────────────  (1) ──────────── 

   (2) ────────────  (2)非連結子会社 27社 

 （持分法を適用していない理由） 

  リプラス・インシュアランス

株式会社他２社は小規模であ

り、合計の中間純損益、利益剰

余金等はいずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

  また、リプラス・レジデンシ

ャル・ウェアハウス匿名組合他

23社は匿名組合等として組成さ

れた投資事業組合であり、匿名

組合の損益で当社及び連結子会

社に帰属する持分相当額を売上

高に計上するとともに「その他

の関係会社有価証券」を加減す

る処理を行っていることから持

分法を適用しておりません。 

 (2)非連結子会社 18社 

 （持分法を適用していない理由） 

  リプラス・インシュアランス

株式会社他１社は小規模であ

り、合計の当期純損益、利益剰

余金等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

  また、リプラス・レジデンシ

ャル・ウェアハウス匿名組合他

15社は匿名組合として組成され

た投資事業組合であり、匿名組

合の損益で当社及び連結子会社

に帰属する持分相当額を売上高

に計上するとともに「その他の

関係会社有価証券」を加減する

処理を行っていることから持分

法を適用しておりません。   

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

   (3)  ─────────  (3)関連会社 １社 

  （持分法を適用していない理由） 

    Beijing Hua-re  

    Real-Estate Consultancy  

Co.,Ltdは、小規模であり、中間

純損益、利益剰余金等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

ります。 

 (3)関連会社 １社 

  （持分法を適用していない理由） 

    Beijing Hua-re  

    Real-Estate Consultancy  

Co.,Ltdは、小規模であり、当期

純損益、利益剰余金等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社のうちリプラス・リ

ート・マネジメント株式会社の決

算日は３月31日であります。中間

連結財務諸表の作成にあたって

は、中間連結決算日において、中

間連結財務諸表作成の基礎となる

財務諸表を作成するために必要と

される決算を行っております。 

  その他の連結子会社の中間決算 

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

           同左 連結子会社のうちリプラス・リ

ート・マネジメント株式会社の決

算日は、３月31日であります。連

結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日において、連結財務諸

表作成の基礎となる財務諸表を作

成するために必要とされる決算を

行っております。 

  その他の連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する

事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価 

    方法 

①有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法

を採用しております。  

 (1)重要な資産の評価基準及び評価 

    方法 

①有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価 

    方法 

①有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  匿名組合出資金 

 ───────── 

  

その他の関係会社有価証券 

匿名組合出資金 

 匿名組合の損益のうち 

当社及び連結子会社に帰

属する持分相当額を売上

高に計上するとともに

「その他の関係会社有価

証券」を加減する処理を

行っております。 

その他の関係会社有価証券 

匿名組合出資金 

          同左 

   その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定）によっており

ます。 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

      同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定）によっております。  

     時価のないもの 

   移動平均法による原価

法を採用しております。 

  

   時価のないもの 

     同左 

   時価のないもの 

        同左 

     匿名組合出資金 

 匿名組合の損益のうち当

社及び連結子会社に帰属す

る持分相当額を売上高に計

上するとともに「投資有価

証券」、「その他の関係会

社有価証券」を加減する処

理を行っております。 

   匿名組合出資金 

───────── 

   匿名組合出資金 

───────── 

  ②  ───────── ②  ───────── ②デリバティブ 

  時価法を採用しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ③たな卸資産 

   ───────── 

③たな卸資産 

 販売用不動産 

  個別法に基づく原価法に

よっております。  

③たな卸資産 

 販売用不動産 

          同左 

   仕掛品 

  個別法に基づく原価法に

よっております。  

 貯蔵品 

  最終仕入原価法によって

おります。 

 仕掛品 

  同左 

  

 貯蔵品 

  同左 

 仕掛品 

          同左  

  

 貯蔵品  

          同左 

   (2)重要な減価償却資産の減価償却 

    の方法 

①有形固定資産 

   定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     15年 

 器具備品   ４年  

 (2)重要な減価償却資産の減価償却 

    の方法 

①有形固定資産 

           同左 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却 

    の方法 

①有形固定資産 

           同左 

  ②無形固定資産 

自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。  

②無形固定資産 

       同左 

②無形固定資産 

          同左 

   (3)重要な繰延資産の処理方法 

①創立費 

５年間で均等額を償却する

方法を採用しております。 

 (3)重要な繰延資産の処理方法 

①創立費 

       同左 

 (3)重要な繰延資産の処理方法 

①創立費 

        同左 

  ②開業費 

５年間で均等額を償却する

方法を採用しております。  

②開業費 

       同左 

②開業費 

        同左 

  ③新株発行費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

③株式交付費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

③株式交付費 

        同左 

  ④ ───────── 

  

④ ───────── 

  

④社債発行費 

支出時に全額費用処理して

おります。  

   (4)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金  

当社は債権の貸倒れによる 

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

 (4)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金  

       同左 

 (4)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②保証履行引当金 

当社は滞納家賃保証事業に

係る損失に備えるため、過去

の実績保証履行損失率を勘案

し、損失負担見込額を計上し

ております。 

②保証履行引当金 

賃貸保証事業に係る損失に

備えるため、過去の実績保証

履行損失率を勘案し、損失負

担見込額を計上しておりま

す。 

②保証履行引当金 

同左 

   (5)収益及び費用の計上基準 

滞納家賃保証事業の収益

は、当中間連結会計期間中の

契約締結に係る契約金額全額

を計上しております。 

 (5)収益及び費用の計上基準 

賃貸保証事業の収益は、当

中間連結会計期間中の契約締

結に係る契約金額全額を計上

しております。 

 (5)収益及び費用の計上基準 

賃貸保証事業の収益は、当

連結会計年度中の契約締結に

係る契約金額全額を計上して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

   (6)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 (6)重要なリース取引の処理方法 

      同左 

 (6)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (7)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7)その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

なお、控除対象外消費税等

については、当中間連結会計

期間の費用として処理してお

ります。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

なお、控除対象外消費税等

については、当連結会計年度

の費用として処理しておりま

す。 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

           同左              同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 貸借対照表の純資産の部の 

 表示に関する会計基準 

  当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用し

ております。 

  従来の資本の部の合計に相当す

る金額は7,417,431千円でありま

す。 

  なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

──────────   当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しておりま

す。   

  従来の資本の部の合計に相当す

る金額は8,177,378千円でありま

す。 

  なお、連結財務諸表規則の改正

により、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。  

 投資事業組合等に関する支 

 配力基準及び影響力基準 

──────────   前連結会計年度より「投資事業

組合に対する支配力基準及び影響

力基準の適用に関する実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平

成18年９月８日 実務対応報告第

20号）を適用しております。 

  「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年９月８日 実務

対応報告第20号）に対して、同実

務対応報告に基づき設定した当社

規定により連結の範囲の見直しを

行った結果、匿名組合カルカッタ

他４社は、当企業集団が業務執行

権を継続して有しているとともに

持分比率が当社規定の基準を満た

しており、子会社に該当するため

平成18 年９月30 日をみなし取得

日として連結いたしております。 

  この変更により、従来の会計処

理によった場合に比べて、総資産

が44,104,655千円増加し、売上高

が132,150千円、営業利益が

134,776千円、経常利益が285,162

千円、税金等調整前当期純利益が

284,512千円、当期純利益が

108,068千円減少しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

 ─────────────────── 

  

 (中間連結損益計算書） 

  前中間連結会計期間において、「支払利息」に含めて表示してお

りました「コマーシャルペーパー利息」は、当中間連結会計期間に

おいて、「コマーシャルペーパー利息」として表示しております。 

 なお、前中間連結会計期間における「コマーシャルペーパー利

息」の金額は9,293千円であります。 

 ─────────────────── 

  

 (中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲

記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれん償却額」と

表示しております。 

  

  

  前中間連結会計期間まで営業活動よるキャッシュ・フローに表示

しておりました「ソフトウェア償却費」は当中間連結会計期間にお

いて、「減価償却費」に含めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間における「ソフトウェア償却費」の金

額は17,100千円であります。 

  

  

 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシュ・フローに表

示しておりました「繰延資産償却」は当中間連結会計期間におい

て、「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間における「繰延資産償却」の金額は

620千円であります。 

   前中間連結会計期間まで営業活動よるキャッシュ・フローに表示

しておりました「貸倒引当金の増加額」は当中間連結会計期間にお

いて、「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間における「貸倒引当金の増加額」の金

額は479千円であります。 

    前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシュ・フローに表

示しておりました「たな卸資産の増加額」は当中間連結会計期間に

おいて、「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間における「たな卸資産の増加額」の金

額は△23,624千円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

          24,503千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

46,797千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

27,474千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

      担保に供している資産 

定期預金 367,500千円 投資有価証券 3,521,700千円

無形固定資産  

（ソフトウェア仮勘定）
180,117千円

 合計 3,701,817千円

定期預金    367,657千円 

土地  2,400,000千円 

合計 2,767,657千円 

担保付債務 

  有限会社リプラスロード８の借入

金及び未払費用の総額9,005,732千円

に対して、上記資産を担保に提供し

ております。 

担保付債務 

短期借入金 334,440千円

未払金 37,502千円

長期借入金 2,006,750千円

固定負債「その他」  

（長期未払金）  
138,046千円

合計 2,516,739千円

担保付債務 

  当社がアセットマネジメント業務

を行う有限会社リプラスロード８の

借入金及び未払費用の総額9,005,015

千円に対して、上記定期預金を担保

に提供しております。 

  当社がアセットマネジメント業務

を行う有限会社MASUKAGAMIの借入金

2,000,000千円に対して、上記土地を

担保に提供しております。 

 ３．偶発債務 

(1)連帯保証債務 

   滞納家賃保証事業に係る保証極度

相当額であります。 

 ３．偶発債務 

(1)連帯保証債務 

   賃貸保証事業に係る保証極度相当額

であります。 

 ３．偶発債務 

(1)連帯保証債務 

   賃貸保証事業に係る保証極度相当

額であります。 

保証極度相当額 32,780,612千円 保証極度相当額  52,738,563千円  保証極度相当額 40,491,502千円 

(2) ────────── 

  

(2)保証債務 

  当社がアセットマネジメント業務

を行う特定目的会社の信用補完を目

的に債務保証に関する確約書を差し

入れております。 

リプラス・レジデンシャル・コン

ストラクション２号特定目的会社 

 3,297,787千円  

下記の会社の借入金に対する債務保証 

 当社がコンサルティングサービス

を行うRCA01(SPC) 

  なお、当該債務保証は同SPCが保有

する中国不動産の登記手続完了時点

で解消される契約となっております

が、中国当局における行政手続の遅

れにより、当中間連結会計期間末に

下記の残高があります。 

32,200,000千円  

  当社がアセットマネジメント業務

を行うリプラス・レジデンシャル・

コンストラクション７号特定目的会

社 

872,000千円  

  当社がアセットマネジメント業務

を行うリプラス・レジデンシャル・

コンストラクション８号特定目的会

社 

1,017,000千円  

(2)保証債務 

  当社がアセットマネジメント業務

を行う会社の信用を補完することを

目的に債務保証に関する確約書を差

し入れております。 

リプラス・レジデンシャル・コン 

ストラクション２号特定目的会社 

                     3,685,762千円 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

 ※４．コミットメントライン 

  当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 ※４．コミットメントライン 

  当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 ※４．コミットメントライン 

  当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

3,280,000千円 

借入実行残高 2,107,000千円 

差引額 1,173,000千円 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

2,780,000千円 

借入実行残高 467,000千円 

差引額 2,313,000千円 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

3,780,000千円 

借入実行残高 2,071,000千円 

差引額 1,709,000千円 

 ※５．  ────────────  ※５．合同会社リプラス・レジデンシャ

ル・コンストラクションマネジメント

１号に対して、依頼者の意向に基づき

当社が一旦所有権を取得した不動産信

託受益権を譲渡した取引については、

「特別目的会社を活用した不動産の流

動化に係る譲渡人の会計処理に関する

実務指針」（日本公認会計士協会 会計

制度委員会報告書第15号）に準じて、

金融取引として会計処理しておりま

す。なお、当該処理により計上された

当中間連結会計期間末の主な資産及び

負債は下記のとおりであります。 

     たな卸資産               278,482千円 

    （販売用不動産） 

     長期借入金               280,500千円 

※５．合同会社リプラス・レジデンシャ

ル・コンストラクションマネジメント

１号に対して、依頼者の意向に基づき

当社が一旦所有権を取得した不動産信

託受益権を譲渡した取引については、

「特別目的会社を活用した不動産の流

動化に係る譲渡人の会計処理に関する

実務指針」（日本公認会計士協会 会計

制度委員会報告書第15号）に準じて、

金融取引として会計処理しておりま

す。なお、当該処理により計上された

当連結会計年度末の主な資産及び負債

は下記のとおりであります。 

たな卸資産               278,482千円 

 （販売用不動産） 

長期借入金               280,500千円 

 ※６．  ────────────  ※６．財務制限条項 

   (1)  ──────────── 

 ※６．財務制限条項 

(1)連結財務諸表提出会社の短期借入金合

計額のうち157,000千円（貸出コミット

メントの総額180,000千円）には、以下

の財務制限条項が付されており、各条

項のいずれかに抵触した場合には、当

該借入金の借入先に対し該当の借入金

額を一括返済することがあります。 

①各連結決会計年度の決算期または中

間決算期の末日における連結財務諸

表提出会社の貸借対照表における純

資産額が、直前の決算期の末日にお

ける貸借対照表における純資産額の

90％未満となった場合。 

②合併・事業譲渡またはその他の事情

により業務内容または資本構成に大

幅な変更が生じるような場合。 

      ③経常利益維持（複数年） 

連結会計年度決算期末における連結

財務諸表提出会社の損益計算書にお

ける経常損益の額が２期連続してマ

イナスとならないこと。 

      ④レバレッジ倍率維持 

連結会計年度決算期末における連結

財務諸表提出会社の貸借対照表及び

損益計算書において算出されるレバ

レッジ倍率が15倍を上回らないこ

と。なお、レバレッジ倍率は次の式

にて算出されます。 

  レバレッジ倍率＝（短期借入金＋

長期借入金＋社債）÷（営業利益＋

減価償却費） 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

 ────────── (2)中間連結財務諸表提出会社の短期借入金

合計額のうち50,000千円（貸出コミッ

トメントの総額500,000千円）には、以

下の財務制限条項が付されており、各

条項のいずれかに抵触した場合には、

当該借入金の借入先に対し該当の借入

金額を一括返済することがあります。 

①中間連結財務諸表提出会社の連結貸

借対照表（または中間連結貸借対照

表）における純資産額が、直前の決

算期の末日における連結貸借対照表

における純資産額の90％未満となっ

た場合。 

②合併・事業譲渡またはその他の事情

により業務内容または資本構成に大

幅な変更が生じるような場合。 

      ③経常利益維持（複数年） 

中間連結財務諸表提出会社の連結損

益計算書における経常損益の額が２

期連続してマイナスとならないこ

と。 

      ④レバレッジ倍率維持 

中間連結財務諸表提出会社の連結貸

借対照表及び連結損益計算書におい

て算出されるレバレッジ倍率が15倍

を上回らないこと。なお、レバレッ

ジ倍率は次の式にて算出されます。 

 レバレッジ倍率＝（短期借入金＋

長期借入金＋社債）÷（営業利益＋

減価償却費） 

  (2)   ──────────── 

  (3)中間連結財務諸表提出会社の短期借入金

合計額のうち167,000千円（貸出コミッ

トメントの総額500,000千円）には、以

下の財務制限条項が付されており、各

条項のいずれかに抵触した場合には、

当該借入金の借先に対し該当の借入金

額を一括返済することがあります。 

①連結貸借対照表（または中間連結貸

借対照表）における純資産の部の金

額を、前年同期比75％以上に維持す

ること。 

②中間連結財務諸表提出会社単体の貸

借対照表における純資産の部の金額

を、前年同期比75％以上に維持する

こと。 

③各連結会計年度における連結損益計

算書に示される経常損益が平成19年

12月期以降の決算期において、損失

とならないようにすること。 

④中間連結財務諸表提出会社単体の損

益計算書に示される経常損益が平成

19年12月期以降の決算期において、

損失とならないようにすること。 

⑤連結貸借対照表（または中間連結貸

借対照表）上の借入依存度を70％以

下に維持すること。 

⑥中間連結財務諸表提出会社単体の貸

借対照表（または中間貸借対照表）

上の借入依存度を70％以下に維持す

ること。 

(3)連結財務諸表提出会社の短期借入金合計

額のうち164,000千円（貸出コミットメ

ントの総額500,000千円）には、以下の

財務制限条項が付されており、各条項

のいずれかに抵触した場合には、当該

借入金の借入先に対し該当の借入金額

を一括返済することがあります。 

①各連結会計年度末（中間を含む。）

における連結の貸借対照表における

純資産額を、前年比75％以上に維持

すること。 

②各事業年度末（中間を含む。）にお

ける単体の貸借対照表における純資

産額を前年比75％以上に維持するこ

と。 

③各連結会計年度における連結の損益

計算書に示される経常損益が平成17

年12月期以降の決算期につき、損失

とならないよにすること。 

④各事業年度における単体の損益計算

書に示される経常損益が平成17年12

月期以降の決算期につき、損失とな

らないようにすること。 

⑤各連結会計年度末（中間を含む。）

における連結の貸借対照表上の借入

依存度を70％以下に維持すること。 

⑥各事業年度末（中間を含む。）にお

ける単体の貸借対照表上の借入依存

度を70％以下に維持すること。 

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

 ────────── (4)中間連結財務諸表提出会社の長期借入金

合計額のうち2,006,750千円、短期借入金

合計額のうち234,600千円には、以下の財

務制限条項が付されており、各条項のい

ずれかに抵触した場合には、当該借入金

の借入先に対して該当の借入金額を一括

返済することがあります。 

①連結貸借対照表（または中間連結貸借

対照表）の純資産の部の金額を、平成

17年12月期決算期末日における連結貸

借対照表の資本の部の金額の75％およ

び直前の決算期末日における貸借対照

表の資本の部の金額または純資産の部

の金額の75％のいずれか高い方の金額

以上に維持すること。 

②中間連結財務諸表提出会社単体の貸借

対照表（または中間貸借対照表）の純

資産の部の金額を、平成17年12月期決

算期末日における貸借対照表の資本の

部の金額の75％および直前の決算期末

日における貸借対照表の資本の部の金

額または純資産の部の金額の75％のい

ずれか高い方の金額以上に維持するこ

と。 

③平成18年12月の決算以降の決算につ

き、決算期の末日において連結損益計

算書上の税引後当期損益につき、２期

連続して損失を計上しないこと。 

④平成18年12月の決算以降の決算につ

き、決算期の末日において中間連結財

務諸表提出会社単体の損益計算書上の

税引後当期損益につき、２期連続して

損失を計上しないこと。 

  (4)   ──────────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

給与手当 1,013,395千円 

賞与  292,242千円 

貸倒引当金繰入額 2,251千円 

給与手当 1,515,553千円 

地代家賃 507,500千円 

賞与 409,120千円 

給与手当 2,234,222千円 

福利厚生費 415,303千円 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株数に関する事項 

(注) 普通株式の発行済株式総数の増加は、3,528株が新株予約権の権利行使による新株発行によるものであり、

185,396株が平成18年２月20日に効力が発生した株式分割（１対３）によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  （単位：株） 

 
前連結会計年度末 
株式数 

当中間連結会計期間
増加株式数 

当中間連結会計期間
減少株式数 

当中間連結会計期間
末株式数 

発行済株式        

普通株式 92,698 188,924 － 281,622 

合計 92,698 188,924 － 281,622 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権 
の目的とな 
る株式の種 
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   当中間連
結  
 会計期間末 
 残高 
  （千円） 

前連結会計 
年度末 

当中間連結
会計期間増
加  

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － － 

 連結子会社 － － － － － － － 

合  計 － － － － － － 



当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株数に関する事項 

(注) 普通株式の発行済株式総数の増加1,404株は、新株予約権の権利行使による新株発行によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注) 本社債における転換価額は、一定の転換価額の調整事由が生じた場合には本新株予約権付社債の社債要項にした

がい当社が適当と判断する金額に調整されます。ただし、かかる算出の結果、調整価額が236,390円（以下「下限

転換価額」という。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とします。本社債の当中間連結会計

期間末における新株予約権の数は20個であります。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  （単位：株） 

 
前連結会計年度末 
株式数 

当中間連結会計期間
増加株式数 

当中間連結会計期間
減少株式数 

当中間連結会計期間
末株式数 

発行済株式        

普通株式 289,038 1,404 － 290,442 

合計 289,038 1,404 － 290,442 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権 
の目的とな 
る株式の種 
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
 当中間連結
 会計期間末
 残高 
  （千円） 

前連結会計 
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債 
普通株式 （注） － － （注） － 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － － 

 連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 



前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株数に関する事項 

(注) 普通株式の発行済株式総数の増加は、10,944株が新株予約権の権利行使による新株発行によるものであり、

185,396株が平成18年２月20日に効力が発生した株式分割（１対３）によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注) 本社債における転換価額は、一定の転換価額の調整事由が生じた場合には本新株予約権付社債の社債要項にした

がい当社が適当と判断する金額に調整されます。ただし、かかる算出の結果、調整価額が236,390円（以下「下限

転換価額」という。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とします。本社債の当連結会計年度

末における新株予約権の数は20個であります。 

３．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  （単位：株） 

 
前連結会計年度末 
株式数 

当連結会計年度増加
株式数 

当連結会計年度減少
株式数 

当連結会計年度末株
式数 

発行済株式        

普通株式 92,698 196,340 － 289,038 

合計 92,698 196,340 － 289,038 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権 
の目的とな 
る株式の種 
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
 当連結会計
 年度末残高
  （千円） 前連結会計 

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債 
普通株式 － （注） － （注） － 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － － 

 連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在） 

  

現金及び預金勘定 3,471,879千円

拘束性預金 △367,500千円

現金及び現金同等物 3,104,379千円

現金及び預金勘定 2,674,954 千円

現金及び現金同等物 2,674,954 千円

現金及び預金勘定 33,367,660 千円

拘束性預金 △367,657 千円

現金及び現金同等物 33,000,002 千円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

建物 35,953 7,511 28,442 

器具備品  352,852 73,131 279,720 

ソフトウェア 243,832 34,135 209,696 

合計 632,638 114,778 517,859 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

建物 38,355 13,987 24,368

器具備品  618,561 168,864 449,697

ソフトウェア 522,198 123,934 398,263

合計 1,179,115 306,786 872,329

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

建物 38,355 10,709 27,646

器具備品  438,752 105,684 333,068

ソフトウェア 518,891 71,714 447,177

合計 995,999 188,107 807,892

（2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

（2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 115,979千円

１年超 411,315千円

合計 527,295千円

１年内 226,241 千円

１年超 664,600 千円

合計 890,841 千円

１年内 187,636 千円

１年超 633,161 千円

合計 820,797 千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料       65,615千円

減価償却費相当額 58,938千円

支払利息相当額 10,526千円

支払リース料 123,432 千円

減価償却費相当額 112,864 千円

支払利息相当額 15,895 千円

支払リース料 153,959 千円

減価償却費相当額 138,944 千円

支払利息相当額 22,993 千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

               同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分法については、利息法によって

おります。  

（5）利息相当額の算定方法 

               同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引  

未経過リース料 

２． ─────────── 

  

２． ─────────── 

  

１年内 1,680千円

１年超 840千円

合計 2,520千円

   

   

   

   

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

（減損損失について） 

同左 

 （減損損失について） 

 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 

計上額（千円） 
差額（千円） 

（1）株式 － － － 

（2）債券 － － － 

（3）その他 3,250,000 2,704,000 △546,000 

合計  3,250,000 2,704,000 △546,000 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 区分  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

（1）その他有価証券  

①匿名組合出資金 6,300,614 

②非上場株式 7,500 

③その他の関係会社有価証券 1,750,000 

    合計 8,058,114 

 種類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 

計上額（千円） 
差額（千円） 

（1）株式 164,034 161,200 △2,834 

（2）債券 － － － 

（3）その他 3,250,000 3,360,500 110,500 

 合計 3,414,034 3,521,700 107,665 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 区分  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

（1）その他有価証券  

①非上場株式 7,500 

②その他 2,519 

（2）子会社株式 170,000 

（3）その他の関係会社有価証券 5,237,731 

    合計 5,417,750 



前連結会計年度末（平成18年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

当企業集団は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

当企業集団は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

（注）時価は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間に付与したストック・オプションはありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

当中間連結会計期間に付与したストック・オプションはありません。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度に付与したストック・オプションはありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（1）株式  － － － 

（2）債券 － － － 

（3）その他  3,250,000 2,925,000 △325,000 

  3,250,000 2,925,000 △325,000 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容  

 区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

（1）その他有価証券  

①非上場株式 7,500 

②その他 2,519 

（2）子会社株式 40,000 

（3）その他の関係会社有価証券 3,155,270 

 合計 3,205,289 

区分 種類 
契約額等 

（千円） 

契約額等の 

うち1 年超 

（千円） 

時価 

（千円） 

評価損益 

（千円） 

 市場取引以外の取引 

 通貨オプション取引 

 買建 人民元 
32,200,000 32,200,000 331,938 11,938 

 金利キャップ取引 

 買建 
32,200,000 32,200,000 12,103 833 

 合計 64,400,000 64,400,000 344,041 12,771 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、サービス内容及び市場・顧客の類似性を考慮して区分しております。  

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．当中間連結会計期間における営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

476,330千円であり、その内容は親会社の管理部門に係る費用であります。 

４．平成18年８月をもってホフ事業はアセットマネジメント事業に、賃貸サポート事業は賃貸保証事業に名称変

更しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、サービス内容及び市場・顧客の類似性を考慮して区分しております。  

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．当中間連結会計期間における営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

928,425千円であり、その内容は親会社の管理部門に係る費用であります。 

４．会計処理の方法の変更 

 前連結会計年度より「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第20号 平成18年９月８日）を適用しております。 

  
ホフ事業 
（千円） 

賃貸サポート
事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

（1）外部顧客に対する売上高 2,916,797 2,281,930 5,198,727 － 5,198,727 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 6,584 6,584 △6,584 － 

計 2,916,797 2,288,514 5,205,312 △6,584 5,198,727 

営業費用 1,294,671 2,050,459 3,345,131 476,330 3,821,461 

営業利益 1,622,125 238,054 1,860,180 △482,914 1,377,265 

ホフ事業   不動産ファンドのアセットマネジメント事業 

 賃貸サポート事業  賃貸住宅の滞納家賃保証システムの提供事業  

  
アセットマネジ
メント事業 
（千円） 

賃貸保証事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

（1）外部顧客に対する売上高 4,815,601 3,657,557 8,473,159 － 8,473,159 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 6,119 6,119 △6,119 － 

計 4,815,601 3,663,677 8,479,279 △6,119 8,473,159 

営業費用 2,290,045 3,477,491 5,767,536 928,425 6,695,962 

営業利益 2,525,556 186,185 2,711,742 △934,545 1,777,197 

アセットマネジメント事業  不動産ファンドのアセットマネジメント事業 

 賃貸保証事業  賃貸住宅の滞納家賃保証システムの提供事業 



前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

            事業区分は、サービス内容及び市場・顧客の類似性を考慮して区分しております。  

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．当連結会計年度における営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

1,057,932千円であり、その内容は親会社の管理部門に係る費用であります。 

４．平成18年８月をもってホフ事業はアセットマネジメント事業に、賃貸サポート事業は賃貸保証事業に名称変

更しております。 

５．会計処理の方法の変更 

 連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、「投資事業組合

に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年９月

８日 実務対応報告第20号）を適用しております。 

 この結果、従来の会計処理によった場合と比べ、「アセットマネジメント事業」の売上高が132,150千

円、営業損益が134,776千円減少しております。 

 
アセットマネ
ジメント事業 
（千円） 

賃貸保証事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益          

売上高           

（1）外部顧客に対する売上高 6,659,553 4,822,882 11,482,435 － 11,482,435 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 7,634 7,634 △7,634 － 

計 6,659,553 4,830,517 11,490,070 △7,634 11,482,435 

営業費用 2,870,453 4,765,351 7,635,804 1,057,932 8,693,737 

営業利益 3,789,099 65,166 3,854,265 △1,065,567 2,788,698 

アセットマネジメント事業   不動産ファンドのアセットマネジメント事業 

 賃貸保証事業  賃貸住宅の滞納家賃保証システムの提供事業  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）において、本邦以外の国または地域に

所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日）において、本邦以外の国または地域に

所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。  

２．当連結会計年度における営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

1,057,932千円であり、その内容は親会社の管理部門に係る費用であります。 

       ３．会計処理の方法の変更 

  連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、「投資事業組合

に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18 年９月

８日実務対応報告第20 号）を適用しております。この結果、従来の会計処理によった場合と比べ、「日本」

についての営業利益が134,743千円減少しております。また、「ケイマン諸島」についての売上高が132,150

千円減少し、営業損失が33 千円増加しております。 

  

【海外売上高】 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２．海外売上高の地域区分は、契約の相手方の所在地域によっております。 

     当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

      海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２．海外売上高の地域区分は、契約の相手方の所在地域によっております。 

 
日本 

（千円） 
ケイマン諸島 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益          

売上高           

（1）外部顧客に対する売上高 11,482,435 － 11,482,435 － 11,482,435 

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 132,150 132,150 △132,150 － 

計 11,482,435 132,150 11,614,585 △132,150 11,482,435 

営業費用 7,635,771 132,183 7,767,954 925,782 8,693,737 

営業利益又は営業損失（△） 3,846,664 △33 3,846,631 △1,057,932 2,788,698 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）  

   ケイマン諸島 計 

Ⅰ 海外売上高 （千円） 1,239,500 1,239,500 

Ⅱ 連結売上高 （千円） － 5,198,727 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 （％） 23.8 23.8 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）  

   ケイマン諸島 計 

Ⅰ 海外売上高 （千円） 1,353,350 1,353,350 

Ⅱ 連結売上高 （千円） － 11,482,435 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 （％） 11.8 11.8 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 26,338円25銭

１株当たり中間純利益金額 2,051円30銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
1,928円25銭

１株当たり純資産額 33,692円08銭

１株当たり中間純利益金額 4,050円89銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
3,948円51銭

１株当たり純資産額 28,291円71銭

１株当たり当期純利益金額 3,915円11銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
3,699円00銭

  当社は平成18年２月20日をもって普通株

式１株を３株に分割しております。当該株

式分割が前連結会計年度期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１

株当たり情報については以下のとおりにな

ります。 

    当社は平成18年２月20日付をもって普通

株式１株を３株に分割しております。当該

株式分割が前連結会計年度期首に行われた

と仮定した場合の前連結会計年度における

１株当たり情報については以下のとおりに

なります。 

１株当たり純資産額 26,566円75銭

１株当たり当期純利益金額 2,664円50銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
2,427円59銭

  １株当たり純資産額 26,566円75銭

１株当たり当期純利益金額 2,664円50銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
2,427円59銭

   （単位：千円）

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額 7,803,520 9,994,515 8,269,873 

純資産の部から控除する金額 386,088 208,920 92,494 

（うち少数株主持分） (386,088) (208,920) (92,494) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額 7,417,431 9,785,594 8,177,378 

中間期末（期末）の普通株式の数（株） 281,622 290,442 289,038 

   （単位：千円）

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益 575,527 1,175,717 1,103,921 

 普通株主に帰属しない金額 － － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 575,527 1,175,717 1,103,921 

 期中平均株式数（株） 280,567 290,237 281,965 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      

 中間（当期）純利益調整額 － － － 

 普通株式増加数（株） 17,904 7,526 16,473 

 （うち新株予約権） (17,904) (7,526) (16,473) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 
───── 

株式会社リプラス第１回無 

担保転換社債型新株予約権 

付社債（転換社債型新株予

約権付社債間限定同順位特

約付） 

額面金額  2,000,000千円 

同左 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

───────────────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

１．平成19年８月17日開催の当社取締役会

の決議に基づき、平成19年８月17日付

でリプラス・チャイナ・アセットネジ

メント株式会社がアセットマネージャ

ーを務めるRCA01が、同社が手掛ける中

国北京の案件に関して Credit Suisse 

Internationalから45億円のノンリコー

スローンを実行するにあたり、当社と

同行との間で「保証契約」を締結して

おります。 

 ２．平成19年８月17日開催の当社取締役会

の決議に基づき、以下のように平成19

年８月30日付で麹町PJ特定目的会社に

対し匿名組合出資を行い、また、同社

の借入れに対し債務保証行っておりま

す。 

（1）匿名組合出資契約の概要 

   ①出資額           140,000千円（当社

の出資比率100％） 

（2）債務保証の概要 

   ①債務保証の内容   麹町PJ特定目的会社

の株式会社東京スタ

ー銀行からの借入金

に対する債務保証 

   ②債務保証額       150,000千円 

   ③債務保証期間     平成19年８月30日よ

り平成20年４月30日 

（3）出資及び保証先の概要 

  資産の流動化に関する法律に基づく資産

流動化計画に従った特定資産の譲受け並び

にその管理及び処分に係る業務、並びに特

定資産の流動化に係る業務に付帯する関連

する一切の業務を行うことを目的としてお

ります。 

１．平成18年12月21日開催の当社取締役会

の決議に基づき、以下のように有限会

社デリーに対する匿名組合出資持分を

地位譲渡しております。 

（1）譲渡日       平成19年２月15日 

（2）匿名組合出資持分  ５億円 

（3）譲渡対象額     ５億円 

２．平成18年12月21日のリプラス・インベ

ストメンツ株式会社の取締役の決定によ

り、以下のように有限会社カルカッタに

対する匿名組合出資持分を一部地位譲渡

しております。 

（1）譲渡日       平成19年２月15日 

（2）匿名組合出資持分  20億円 

（3）譲渡対象額     10億円 

３．平成19年１月５日の当社取締役会決議

に基づき、以下のとおりコマーシャル

ペーパー（CP)を発行しております。 

（1）発行額    30億円 

（2）期間          平成19年１月10日より 

                   平成19年５月30日 

（3）ディーラー  大和証券エスエムビーシ

ー株式会社 

（4）資金使途      平成18年４月20日付で

不動産ファンドのアセ

ットマネジメント事業

拡大のために発行した

コマーシャルペーパー

の返済（平成19年１月

22日返済）などに使用

いたします。 

４．平成19年１月25日開催の当社取締役会

において、以下のように有限会社

KATSURAGAWAに対する匿名組合出資持分

を地位譲渡することを決議しておりま

す。 

（1）譲渡日        平成19年２月以降 

（2）匿名組合出資持分   ６億599万５千円 

（3）譲渡対象額         ６億599万５千円 

５．平成19年２月16日開催の当社取締役会

の決議に基づき、平成19年３月12日付で

当社がオリジネーターとして手掛ける、

当社賃貸保証事業を対象にした、賃貸人

との保証契約及び賃借人との保証委託契

約に基づく年間保証委託料将来債権の証

券化による資金調達を行っております。

また、本証券化における特別目的会社

（SPC)である合同会社レントゴー第１回

責任財産限定特約付ローンについて、格

付け会社スタンダード＆プアーズより

BBB格の格付けを取得いたしました。 

 （1）格付けの対象  合同会社レントゴー第１

回責任財産限定特約付ロ

ーン（トランシェA-1ロ

ーン） 

 （2）借入総額      トランシェA-1   3.5億円

その他トランシェ合わせ

て   16.8億円 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ───────────────── ─────────────────  （3）期間          平成19年３月より平成24

年２月 

 （4）裏付け資産    保証委託契約等に基づく

年間保証委託料将来債権

（5）格付け        BBB 

（6）格付け会社    スタンダード＆プアーズ 

（7）借入主体      合同会社レントゴー 

（8）オリジネーター  

                   株式会社リプラス 

（9）バックアップサービサー 

                   青山綜合会計事務所、日 

                   立キャピタル債権回収株 

                   式会社 

（10）アレンジャー 三菱UFJ証券株式会社 

（11）その他       トランシェA-1ローン

は、格付けを取得して

おりますが、トランシ

ェA-2ローン、トランシ

ェBローン、トランシェ

Cローンについては格付

けを取得しておりませ

ん。 

６．平成19年３月26日の当社取締役会決議

に基づき、以下のように合同会社Rブリ

ッジ（特定目的会社：SPC）に対し匿名

組合出資を行い、また、同社の借入れに

対し債務保証を行っております。 

（1）匿名組合出資契約の概要 

① 出資額        550,837 千円（当社の

出資比率100％）（ただ

し、合同会社Rブリッジ

の借入条件により、当

社の匿名組合出資額は

最大で1,580,837千円と

なる場合がありま

す。） 

（2）債務保証の概要 

① 債務保証の内容 合同会社Rブリッジの

株式会社三井住友銀行

からの借入金に対する

債務保証 

② 債務保証額     4,660,000千円 

③ 債務保証期間   平成19年３月26日より

平成20年３月25日 

（3）出資及び保証先の概要 

  合同会社Rブリッジ（特定目的会社：

SPC）（平成19年２月設立） 

 不動産の取得、または係る不動産を信

託財産とする不動産管理処分信託契約に

かかる不動産信託受益権を取得し、信託

受託者を通じるなどして当該不動産の管

理、運用及び処分をすることを目的とし

ております。 

 



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ─────────────────  ───────────────── ７．平成19年３月29日開催の当社取締役会

決議に基づき、以下のようにアレンジ

ャーである株式会社みずほ銀行及びシ

ンジケート団との間で金銭消費貸借契

約を締結しております。 

（1）契約金額        総額2,300,000千円 

（2）契約締結日      平成19年３月30日 

（3）借入実行日      平成19年４月３日 

（4）最終返済日      平成24年３月28日 

（5）アレンジャー    株式会社みずほ銀行 

（6）エージェント    株式会社みずほ銀行 

（7）資金使途        長期運転資金 

（8）担保 

  当社が保有するリプラス・レジデ

ンシャル投資法人の投資証券3,500口

及び連結子会社が保有するリプラ

ス・レジデンシャル投資法人の投資

証券3,000口、計6,500口 

（9）参加金融機関 

  株式会社みずほ銀行、株式会社りそ

な銀行、株式会社東京都民銀行、株式

会社八十二銀行、株式会社横浜銀行、

興銀リース株式会社 



２【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※２ 3,366,076     2,128,481     2,836,451     

２．売掛金   867,119     1,653,619     1,731,252     

３．たな卸資産  ※５  16,795     326,061     302,445     

４．前渡金   281,732     218,264     472,548     

５．未収入金   447,686     829,199     772,486     

６．短期貸付金   1,841,175     5,697,818     4,517,095     

７．立替金   1,139,282     2,402,602     1,537,584     

８．その他   385,014     834,147     591,699     

  貸倒引当金   △2,698     △1,487     △1,008     

流動資産合計     8,342,184 45.1   14,088,708 62.6   12,760,555 62.4 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１   117,268     237,863     220,390   

２．無形固定資産 ※２   130,571     330,460     151,430   

３．投資その他の資産                     

（1）投資有価証券  ※２  5,564,114     1,980,719     1,585,019     

（2）関係会社株式   318,000     572,000     328,000     

（3）その他の関係
会社有価証券 

  2,045,229     3,988,196     4,223,096     

（4）長期貸付金   324,120     200,350     188,350     

（5）関係会社長期
貸付金 

  1,096,922     ―     173,820     

（6）敷金保証金   554,250     933,140     820,627     

（7）その他   3,642 9,906,279   178,783 7,853,189   5,897 7,324,810   

固定資産合計     10,154,119 54.9   8,421,513 37.4   7,696,630 37.6 

Ⅲ 繰延資産     487 0.0   ― ―   ― ― 

資産合計     18,496,792 100.0   22,510,222 100.0   20,457,186 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．短期借入金 ※2,4,6 5,826,000     2,871,840     2,614,336     

２．一年以内返済予定
長期借入金 

※2,6 9,250     390,580     62,270     

３．コマーシャルペー
パー 

  2,500,000     ―     2,500,000     

４．未払金  ※２  1,058,812     1,451,989     1,050,170     

５．未払法人税等   496,297     768,816     1,055,367     

６．預り金   848,762     1,112,204     1,002,114     

７．保証履行引当金   255,733     554,790     437,279     

８．その他 ※７ 51,439     501,323     273,922     

流動負債合計     11,046,295 59.7   7,651,545 34.0   8,995,460 44.0 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債   ―     2,000,000     2,000,000     

２．長期借入金 ※2,5,6 ―     3,418,940     1,072,500     

３．その他  ※２  4,647     170,473     48,023     

固定負債合計     4,647 0.0   5,589,413 24.8   3,120,523 15.2 

負債合計     11,050,943 59.7   13,240,959 58.8   12,115,984 59.2 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     3,266,342 17.7   3,269,075 14.5   3,268,685 16.0 

２．資本剰余金                     

（1）資本準備金   3,231,014     3,233,747     3,233,356     

資本剰余金合計     3,231,014 17.5   3,233,747 14.4   3,233,356 15.8 

３．利益剰余金                     

（1）その他利益剰
余金 

                    

繰越利益剰余金   1,242,491     2,732,832     2,014,160     

利益剰余金合計     1,242,491 6.7   2,732,832 12.1   2,014,160 9.8 

株主資本合計     7,739,848 41.9   9,235,654 41.0   8,516,202 41.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    △294,000 △1.6   33,608 0.2   △175,000 △0.8 

評価・換算差額等合
計 

    △294,000 △1.6   33,608 0.2   △175,000 △0.8 

純資産合計     7,445,848 40.3   9,269,263 41.2   8,341,202 40.8 

負債純資産合計     18,496,792 100.0   22,510,222 100.0   20,457,186 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,352,276 100.0 6,445,811 100.0   10,495,518 100.0 

Ⅱ 売上原価     971,556 22.3 1,009,829 15.7   2,036,276 19.4

売上総利益     3,380,720 77.7 5,435,981 84.3   8,459,242 80.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,505,900 57.6 4,229,191 65.6   5,847,650 55.7

営業利益     874,819 20.1 1,206,789 18.7   2,611,592 24.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   21,545 0.5 111,429 1.7   97,223 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   38,339 0.9 91,269 1.4   114,237 1.1

経常利益     858,025 19.7 1,226,949 19.0   2,594,577 24.7

 Ⅵ  特別利益 ※３   ― ― 31,190 0.5   ― ―

Ⅶ 特別損失 ※４   ― ― ― ―   216,278 2.0

税引前中間（当期）
純利益 

    858,025 19.7 1,258,139 19.5   2,378,298 22.7

法人税、住民税及び
事業税 

  478,358   754,704 1,381,510   

法人税等調整額   △58,362 419,995 9.6 △215,237 539,467 8.4 △212,911 1,168,599 11.2

中間（当期）純利益     438,030 10.1 718,672 11.1   1,209,699 11.5

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 

株主資本 
評価・換算差

額等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証
券評価差額金 

資本準備金 
その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成17年12月31日 残高（千円） 3,265,361 3,230,033 804,460 7,299,856 ― 7,299,856 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 980 980 ― 1,961 ― 1,961 

中間純利益 ― ― 438,030 438,030 ― 438,030 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
― ― ― ― △294,000 △294,000 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
980 980 438,030 439,992 △294,000 145,992 

平成18年６月30日 残高（千円） 3,266,342 3,231,014 1,242,491 7,739,848 △294,000 7,445,848 

 

株主資本 
評価・換算差

額等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証
券評価差額金 

資本準備金 
その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年12月31日 残高（千円） 3,268,685 3,233,356 2,014,160 8,516,202 △175,000 8,341,202 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 390 390 ― 780 ― 780 

中間純利益 ― ― 718,672 718,672 ― 718,672 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
― ― ― ― 208,608 208,608 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
390 390 718,672 719,452 208,608 928,061 

平成19年６月30日 残高（千円） 3,269,075 3,233,747 2,732,832 9,235,654 33,608 9,269,263 

 

株主資本 
評価・換算差

額等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証
券評価差額金 

資本準備金 
その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成17年12月31日 残高（千円） 3,265,361 3,230,033 804,460 7,299,856 ― 7,299,856 

事業年度中の変動額            

新株の発行 3,323 3,323 ― 6,646 ― 6,646 

当期純利益 ― ― 1,209,699 1,209,699 ― 1,209,699 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
― ― ― ― △175,000 △175,000 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
3,323 3,323 1,209,699 1,216,345 △175,000 1,041,345 

平成18年12月31日 残高（千円） 3,268,685 3,233,356 2,014,160 8,516,202 △175,000 8,341,202 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を 

 採用しております。 

   ②匿名組合出資金 

  匿名組合の損益のうち当社

に帰属する持分相当額を売上

高に計上するとともに「投資

有価証券」、「その他の関係

会社有価証券」を加減する処

理を行っております。 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

   ② ───────── 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

   ② ───────── 

    ③ ─────────   ③その他の関係会社有価証券 

  匿名組合出資金 

  匿名組合の損益のうち当社

に帰属する持分相当額を売上

高に計上するとともに「その

他の関係会社有価証券」を加

減する処理を行っておりま

す。  

  ③その他の関係会社有価証券 

  匿名組合出資金 

同左  

    ④その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

  ④その他有価証券 

 時価あるもの 

同左  

  ④その他有価証券 

 時価あるもの 

  決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）によっております。  

  時価のないもの  

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの  

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2)たな卸資産 

 ① ─────────  

(2)たな卸資産 

 ①販売用不動産  

  個別法に基づく原価法によ

っております。 

(2)たな卸資産 

 ①販売用不動産  

 同左 

   ②仕掛品 

 個別法に基づく原価法に

よっております。 

 ②仕掛品 

同左 

 ②仕掛品 

同左 

   ③貯蔵品 

 最終仕入原価法によって

おります。 

 ③貯蔵品 

同左 

 ③貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物       15年 

器具備品     ４年 

(1)有形固定資産 

同左  

(1)有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

３．繰延資産の処理方法 (1)創立費 

 ５年間で均等額を償却する

方法を採用しております。 

(1) ───────── 

  

(1)創立費 

  ５年間で均等額を償却する

方法を採用しております。 

  (2)開業費 

 ５年間で均等額を償却する

方法を採用しております。 

(2) ───────── 

  

(2)開業費 

  ５年間で均等額を償却する

方法を採用しております。 

  (3)新株発行費 

 支出時に全額費用処理して

おります。 

(3)株式交付費 

  支出時に全額費用処理して

おります。 

(3)株式交付費 

同左 

  (4) ───────── 

  

(4) ───────── 

  

(4)社債発行費 

  支出時に全額費用処理して

おります。 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1)貸倒引当金 

         同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)保証履行引当金 

 滞納家賃保証事業に係る損

失に備えるため、過去の実績

保証履行損失率を勘案し、損

失負担見込額を計上しており

ます。 

(2)保証履行引当金 

  賃貸保証事業に係る損失に

備えるため、過去の実績保証

履行損失率を勘案し、損失負

担見込額を計上しておりま

す。 

(2)保証履行引当金 

同左 

５．収益及び費用の計上基準   滞納家賃保証事業の収益は、

当中間会計期間中の契約締結に

係る契約金額全額を計上してお

ります。 

  賃貸保証事業の収益は、当中

間会計期間中の契約締結に係る

契約金額全額を計上しておりま

す。 

  賃貸保証事業の収益は、当事

業年度中の契約締結に係る契約

金額全額を計上しております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  なお、控除対象外消費税等に

ついては、当中間会計期間の費

用として処理しております。 

  消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

  なお、控除対象外消費税等に

ついては、当事業年度の費用と

して処理しております。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更  

  

表示方法の変更  

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準 

  当中間会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当

する金額は7,445,848千円であり

ます。 

  なお、中間財務諸表等規則の

改正により、当中間会計期間に

おける中間貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成して

おります。 

     ─────────   当事業年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用し

ております。 

  従来の資本の部の合計に相当

する金額は8,341,202千円であり

ます。 

  なお、財務諸表等規則の改正

により、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部について

は、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。  

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含めて表示してお

りました「短期貸付金」は、当中間会計期間において、資産の総

額の100分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前中間会計期間末における「短期貸付金」の金額は

3,760千円であります。 

──────────────────── 

   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

23,965千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

45,878千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

27,124千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

定期預金 367,500千円  投資有価証券 1,970,700千円

 無形固定資産  

（ソフトウェア仮勘定）
180,117千円

 合計 2,150,817千円

定期預金 367,657千円

担保付債務 

  有限会社リプラスロード８の借入金及

び未払費用の総額9,005,732千円に対し

て、上記資産を担保に提供しておりま

す。 

担保付債務 

 短期借入金 99,840千円

 一年以内返済予定長期

借入金  
234,600千円

 未払金 37,502千円

 長期借入金 2,006,750千円

 固定負債「その他」 

（長期未払金）  
 138,046千円

 合計 2,516,739千円

    担保付債務 

  当社がアセットマネジメント業務を行

う有限会社リプラスロード８の借入金及

び未払費用の総額9,005,015千円に対し

て、上記資産を担保に提供しておりま

す。 

      

 ３．偶発債務 

（1）連帯保証債務 

 滞納家賃保証事業に係る保証極度相

当額であります。 

保証極度相当額     32,780,612千円 

 ３．偶発債務 

（1）連帯保証債務 

 滞納家賃保証事業に係る保証極度相

当額であります。 

保証極度相当額    52,738,563千円 

 ３．偶発債務 

（1）連帯保証債務 

 滞納家賃保証事業に係る保証極度相

当額であります。 

保証極度相当額    40,491,502千円 

（2）保証債務 

 下記の会社の借入金に対する債務保証 

 有限会社MASUKAGAMI 

 2,000,000千円 

 リプラス・インベストメンツ株式会

社 

 2,000,000千円 

（2）保証債務 

当社がアセットマネジメント業務を

行う会社の信用を補完することを目的

に債務保証に関する確約書を差し入れ

ております。 

  リプラス・レジデンシャル・コン 

  ストラクション２号特定目的会社 

3,297,787千円

（2）保証債務 

  当社がアセットマネジメント業務を

行う会社の信用を補完することを目的

に債務保証に関する確約書を差し入れ

ております。 

   リプラス・レジデンシャル・コン 

   ストラクション２号特定目的会社 

3,685,762千円

    下記の会社の借入金に対する債務保証 

   当社がコンサルティングサービス 

 を行うRCA01(SPC) 

  なお、当該債務保証は同SPCが保有

する中国不動産の登記手続完了時点で

解消される契約となっておりますが、

中国当局における行政手続の遅れによ

り、当中間会計期間末日現在、下記の

債務保証残高があります。 

32,200,000千円

  当社がアセットマネジメント業務を

行うリプラス・レジデンシャル・コン

ストラクション７号特定目的会社 

 872,000千円

  当社がアセットマネジメント業務を

行うリプラス・レジデンシャル・コン

ストラクション８号特定目的会社 

 1,017,000千円

  当社賃貸保証事業を対象にした、年

間保証委託料将来債権の証券化におけ

る特別目的会社である合同会社レント

ゴー（SPC） 

 1,730,000千円

   下記の会社の借入金に対する債務保証 

  当社がアセットマネジメント業

務を行う有限会社MASUKAGAMI 

2,000,000千円

    リプラス・インベストメンツ株式 

    会社 

 2,000,000千円

 



前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※４．コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

※４．コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

※４．コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
3,280,000千円

借入実行残高 2,107,000千円

差引額 1,173,000千円

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
2,780,000千円

借入実行残高 467,000千円

差引額 2,313,000千円

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
3,780,000千円

借入実行残高 2,071,000千円

差引額 1,709,000千円

※５．─────────── ※５．合同会社リプラス・レジデンシャル・

コンストラクションマネジメント１号

に対して、依頼者の意向に基づき当社

が一旦所有権を取得した不動産信託受

益権を譲渡した取引については、「特

別目的会社を活用した不動産の流動化

に係る譲渡人の会計処理に関する実務

指針」（日本公認会計士協会会計  制

度委員会報告書第15号）に準じて、金

融取引として会計処理しております。

なお、当該処理により計上された当中

間会計期間末の主な資産及び負債は下

記のとおりであります。 

     たな卸資産       278,482千円 

   （販売用不動産） 

      長期借入金        280,500千円 

 ※５．合同会社リプラス・レジデンシャル・

コンストラクションマネジメント１号

に対して、依頼者の意向に基づき当社

が一旦所有権を取得した不動産信託受

益権を譲渡した取引については、「特

別目的会社を活用した不動産の流動化

に係る譲渡人の会計処理に関する実務

指針」（日本公認会計士協会会計  制

度委員会報告書第15号）に準じて、金

融取引として会計処理しております。

なお、当該処理により計上された当事

業年度末の主な資産及び負債は下記の

とおりであります。 

      たな卸資産        278,482千円 

   （販売用不動産） 

      長期借入金        280,500千円 

※６． ─────────── 

  

※６．財務制限条項 

 (1) ───────────  

 ※６．財務制限条項 

(1)財務諸表提出会社の短期借入金合計額の

うち157,000千円（貸出コミットメント

の総額180,000千円）には、以下の財務

制限条項が付されており、各条項のいず

れかに抵触した場合には、当該借入金の

借入先に対し該当ある借入金額を一括返

済することがあります。 

①各事業年度の決算期または中間決算期

の末日における貸借対照表における純

資産額の90％未満となった場合。 

②合併・事業譲渡またはその他の事情に

より業務内容または資本構成に大幅な

変更が生じるような場合。 

③経常利益維持（複数年） 

年度決算期末における損益計算書にお

ける経常損益の額が２期連続してマイ

ナスとならないこと。 

④レバレッジ倍率維持 

年度決算期末における貸借対照表及び

損益計算書において算出されるレバレ

ッジ倍率が15倍を上回らないこと。な

お、レバレッジ倍率は次の式にて算出

されます。 

  レバレッジ倍率＝（短期借入金＋長

期借入金＋社債）÷（営業利益＋減価

償却費） 

 



前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

          ───────────  (2)中間財務諸表提出会社の短期借入金合計 

    額のうち50,000千円（貸出コミットメン 

    トの総額500,000千円）には、以下の財 

    務制限条項が付されており、各条項のい 

    ずれかに抵触した場合には、当該借入金 

    の借入先に対し該当ある借入金額を一括 

    返済することがあります。 

①貸借対照表（または中間貸借対照表)

における純資産額が、直前の決算期

の末日における貸借対照表における

純資産額の90％未満となった場合。 

②合併・事業譲渡またはその他の事情

により業務内容または資本構成に大

幅な変更が生じるような場合。 

③経常利益維持（複数年） 

  中間財務諸表提出会社の損益計算

書における経常損益の額が２期連続

してマイナスとならないこと。 

④レバレッジ倍率維持 

  中間財務諸表提出会社の貸借対照

表及び損益計算書において算出され

るレバレッジ倍率が15倍を上回らな

いこと。なお、レバレッジ倍率は次

の式にて算出されます。 

  レバレッジ倍率＝（短期借入金＋

長期借入金＋社債）÷（営業利益＋

減価償却費） 

  

  (2) ─────────── 

   (3)中間財務諸表提出会社の短期借入金合

計額のうち167,000千円（貸出コミット

メントの総額500,000千円）には、以下

の財務制限条項が付されており、各条項

のいずれかに抵触した場合には、当該借

入金の借入先に対して該当の借入金額を

一括返済することがあります。 

①連結貸借対照表（または中間連結貸

借対照表）における純資産の部の金

額を、前年同期比75％以上に維持す

ること。 

②中間財務諸表提出会社単体の貸借対

照表における純資産の部の金額を、

前年同期比75％以上に維持するこ

と。 

③連結損益計算書に示される経常損益

が平成19年12月期以降の決算期にお

いて、損失とならないようにするこ

と。 

④中間財務諸表提出会社単体の損益計

算書に示される経常損益が平成19年

12月期以降の決算期において、損失

とならないようにすること。 

⑤連結貸借対照表（または中間連結貸

借対照表）上の借入依存度を70％以

下に維持すること。 

⑥中間財務諸表提出会社単体の貸借対

照表（または中間連結貸借対照表）

上の借入依存度を70％以下に維持す

ること。 

(3)財務諸表提出会社の短期借入金合計額

のうち164,000千円（貸出コミットメン

トの総額500,000千円）には、以下の財

務制限条項が付されており、各条項の

いずれかに抵触した場合には、当該借

入金の借入先に対し該当ある借入金額

を一括返済することがあります。 

①各連結会計年度末（中間を含む。）

における連結の貸借対照表における

純資産額を、前年比75％以上に維持

すること。 

②各事業年度末（中間を含む。）にお

ける単体の貸借対照表における純資

産額を、前年比75％以上に維持する

こと。 

③各連結会計年度における連結の損益

計算書に示される経常損益が平成17

年12月期以降の決算期につき、損失

とならないようにすること。 

④各事業年度における単体の損益計算

書に示される経常損益が平成17年12

月期以降の決算期につき、損失とな

らないようにすること。 

⑤各連結会計年度末（中間を含む。）

における連結の貸借対照表上の借入

依存度を70％以下に維持すること。 

⑥各事業年度末（中間を含む。）にお

ける単体の貸借対照表上の借入依存

度を70％以下に維持すること。 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

          ─────────── 

  

 (4)中間財務諸表提出会社の長期借入金合計

額のうち2,006,750千円、１年以内返済長

期借入金合計額のうち234,600千円には、

以下の財務制限条項が付されており、各

条項のいずれかに抵触した場合には、当

該借入金の借入先に対して該当の借入金

額を一括返済することがあります。 

①連結貸借対照表（または中間連結貸借

対照表）の純資産の部の金額を、平成

17年12月期決算期末日における連結貸

借対照表の資本の部の金額の75％およ

び直前の決算期末日における貸借対照

表の資本の部の金額または純資産の部

の金額の75％のいずれか高い方の金額

以上に維持すること。 

②中間財務諸表提出会社単体の貸借対照

表（または中間貸借対照表）の純資産

の部の金額を、平成17年12月期決算期

末日における貸借対照表の資本の部の

金額の75％および直前の決算期末日に

おける貸借対照表の資本の部の金額ま

たは純資産の部の金額の75％のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること。 

③平成18年12月の決算以降の決算につ

き、決算期の末日において連結損益計

算書上の税引後当期損益につき、２期

連続して損失を計上しないこと。 

④平成18年12月の決算以降の決算につ

き、決算期の末日において中間財務諸

表提出会社単体の損益計算書上の税引

後当期損益につき、２期連続して損失

を計上しないこと。 

  

  (4)  ─────────── 

  

 ※７．消費税等の取扱い 

 仮受消費税等と控除対象の仮払消費

税等は相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

 ※７．消費税等の取扱い 

同左  

 ※７． ─────────── 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息配当金 17,712千円

業務受託収入 2,700千円

受取利息 57,081千円

受取配当金 50,491千円

受取利息 51,348千円

受取配当金 38,025千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 30,152千円 支払利息 58,149千円

コマーシャルペ 

ーパー利息 

22,114千円

支払借入手数料 10,998千円

支払利息 65,350千円

コマーシャルペ 

 ーパー利息 

33,377千円

支払手数料 8,707千円

株式交付費 4,477千円

※３． ─────────── ※３．特別利益のうち主要なもの ※３． ─────────── 

  その他の関係会社 

有価証券売却益 

31,190千円  

※４． ─────────── ※４． ─────────── ※４．特別損失のうち主要なもの 

    移転費用         216,278千円

  ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額 

有形固定資産 9,128千円

無形固定資産 1,323千円

有形固定資産 18,754千円

無形固定資産 16,777千円

有形固定資産 24,839千円

無形固定資産 9,154千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

建物 35,953 7,511 28,442 

器具備品 352,852 73,131 279,720 

ソフトウェア 243,832 34,135 209,696 

合計 632,638 114,778 517,859 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

建物 38,355 13,987 24,368

器具備品 614,461 168,181 446,280

ソフトウェア 522,198 123,934 398,263

合計 1,175,015 306,102 868,912

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

建物 38,355 10,709 27,646

器具備品 434,652 105,410 329,241

ソフトウェア 518,891 71,714 447,177

合計 991,899 187,834 804,065

（2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

      未経過リース料期末残高相当額 

１年内 115,979千円

１年超 411,315千円

合計 527,295千円

１年内 225,454千円

１年超 661,920千円

合計 887,375千円

１年内  186,863千円

１年超   630,085千円

合計 816,948千円

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

相当額及び減損損失 

支払リース料 65,615千円

減価償却費相当額 58,938千円

支払利息相当額 10,526千円

支払リース料 122,984千円

減価償却費相当額 112,454千円

支払利息相当額 15,830千円

支払リース料 153,661千円

減価償却費相当額 138,671千円

支払利息相当額 22,946千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引  

未経過リース料 

２． ─────────── 

  

２． ─────────── 

  

１年内 1,680千円

１年超 840千円

合計 2,520千円

   

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

（減損損失について） 

               同左 

 （減損損失について） 

                   同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18 年６月30 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

        当中間会計期間末（平成19 年６月30 日現在） 

        子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

        前事業年度末（平成18 年12 月31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 26,439円16銭

１株当たり中間純利益金額 1,561円24銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
1,467円58銭

１株当たり純資産額 31,914円33銭

１株当たり中間純利益金額 2,476円16銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
2,413円58銭

１株当たり純資産額 28,858円50銭

１株当たり当期純利益金額 4,290円25銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
4,053円44銭

 当社は平成18年２月20日付をもって普通

株式１株を３株に分割しております。当該

株式分割が前事業年度期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度及び前中間会計期

間における１株当たり情報は、それぞれ以

下のとおりとなります。 

   当社は平成18年２月20日付をもって普通

株式１株を３株に分割しております。当該

株式分割が前事業年度期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりになりま

す。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

4,352円27銭 26,249円60銭 

１株当たり中間純利

益金額 

１株当たり当期純利

益金額 

843円85銭 2,312円21銭 

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 

金額 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

767円90銭 2,106円63銭 

 
前事業年度 

１株当たり純資産額 

26,249円60銭

１株当たり当期純利益金額 

2,312円21銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 

2,106円63銭

   （単位：千円）

  
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額 7,445,848 9,269,263 8,341,202

純資産の部から控除する金額 － － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額 7,445,848 9,269,263 8,341,202

中間期末（期末）の普通株式の数 281,622 290,442 289,038

   （単位：千円）

  
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額 

 中間（当期）純利益 438,030 718,672 1,209,699

 普通株主に帰属しない金額 － － －

 （うち利益処分による役員賞与金） － － －

 普通株式に係る中間（当期）純利益 438,030 718,672 1,209,699

 期中平均株式数（株） 280,567 290,237 281,965

  

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益
金額 

 中間（当期）純利益調整額 － － －

 普通株式増加数（株） 17,904 7,526 16,473

 （うち新株予約権） (17,904)  (7,526)  (16,473) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

───―─―

 株式会社リプラス第１回
無担保転換社債型新株予約
権付社債（転換社債型新株
予約権付社債間限定同順位
特約付） 
額面金額   2,000,000千円 

同左 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

１．平成18年７月20日開催の取締役会におい

て、平成18年１月18日開催の取締役会に

おいて決議した有限会社MASUKAGAMIの借

入れに対する債務保証について、以下の

ように債務保証期間延長を行うことを決

議しております。  

（1）平成18年1月18日に決議された債務保証

の概要 

① 債務保証の内容   有限会社

MASUKAGAMIのオリ

ックス株式会社か

らの借入金に対す

る連帯保証 

② 債務保証額    20億円 

③ 債務保証期間   平成18年1月23日よ

り平成18年7月24日 

（2）上記と変更となる債務保証の概要 

① 債務保証期間   平成19年１月23日まで 

１．平成19年８月17日開催の当社取締役会

の決議に基づき、平成19年８月17日付

でリプラス・チャイナ・アセットネジ

メント株式会社がアセットマネージャ

ーを務めるRCA01が、同社が手掛ける中

国北京の案件に関して Credit Suisse 

Internationalから45億円のノンリコー

スローンを実行するにあたり、当社と

同行との間で「保証契約」を締結して

おります。 

２．平成19年８月17日開催の当社取締役会

の決議に基づき、以下のように平成19

年８月30日付で麹町PJ特定目的会社に

対し匿名組合出資を行い、また、同社

の借入れに対し債務保証を行っており

ます。 

（1）匿名組合出資契約の概要 

① 出資額          140,000千円（当

社 の出資比

率 100％） 

（2）債務保証の概要 

① 債務保証の内容  麹町PJ特定目的会社

の株式会社東京スタ

ー銀行からの借入金

に対する債務保証 

② 債務保証額      150,000千円 

③ 債務保証期間    平成19年８月30日よ

り平成20年４月30日 

（3）出資及び保証先の概要 

 資産の流動化に関する法律に基づく資産

流動化計画に従った特定資産の譲受け並び

にその管理及び処分に係る業務、並びに特

定資産の流動化に係る業務に付帯する関連

する一切の業務を行うことを目的としてお

ります。 

１．平成18年12月21日開催の当社取締役会

の決議に基づき、以下のように有限会

社デリーに対する匿名組合出資持分を

地位譲渡しております。 

（1）譲渡日            平成19年２月15日 

（2）匿名組合出資持分  ５億円 

（3）譲渡対象額        ５億円 

２．平成19年１月５日の当社取締役会決議

に基づき、以下のとおりコマーシャル

ペーパー（CP)を発行しております。 

（1）発行額        30億円 

（2）期間          平成19年１月10日より

平成19年５月30日 

（3）ディーラー    大和証券エスエムビー

シー株式会社 

（4）資金使途      平成18年４月20日付で

不動産ファンドのアセ

ットマネジメント事業

拡大のために発行した

コマーシャルペーパー

の返済（平成19年１月

22日返済）などに使用

いたします。 

３．平成19年１月25日開催の当社取締役会の

決議に基づき、以下のとおりRCA01（特定

目的会社：SPC）の借入れに対し債務保証

を行っております。 

（1）債務保証の概要 

① 債務保証の内容 RCA01の Credit 

Suisse International

からの借入れに対す

る債務保証 

② 債務保証額     322億円 

③ 債務保証期間    平成19年1月25日より

中国における不動産

所有権登記完了まで 

（2）保証先の概要 

        RCA01（特定目的会社：SPC） 

 中国に所在する不動産を取得して当

該不動産の管理、運用及び処分を行う

ことを目的とする。 

（3）債務保証期間の対象となる不動産の概

要 

① 名称          華貿センター第１、第

２棟オフィスビル及び

地下駐車場 

② 所在地        中国北京市朝陽区建国

路79号 

４．平成19年１月25日開催の当社取締役会に

おいて、以下のように有限会KATSURAGAWA

に対する匿名組合出資持分を地位譲渡す

ることを決議しております。 

（1）譲渡日             平成19年２月以降 

（2）匿名組合出資持分   ６億599万５千円 

（3）譲渡対象額         ６億599万５千円 

 



前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

─────────── ─────────── ５．平成19年２月16日開催の当社取締役会

の決議に基づき、平成19年３月12日付

で当社がオリジネーターとして手掛け

る、当社賃貸保証事業を対象にした、

賃貸人との保証契約及び賃借人との保

証委託契約に基づく年間保証委託料将

来債権の証券化による資金調達を行っ

ております。また、本証券化における

特別目的会社(SPC)である合同会社レン

トゴー第１回責任財産限定特約付ロー

ンについて、格付け会社スタンダード

＆プアーズよりBBB格の格付けを取得い

たしました。 

（1）格付けの対象 合同会社レントゴー第１

回責任財産限定特約付ロ

ーン（トランシェA-1ロ

ーン） 

（2）借入総額     トランシェA-1  3.5億円 

    その他トランシェ合わせ

て   16.8億円 

（3）期間         平成19年３月より平成24

年２月 

（4）裏付け資産   保証委託契約等に基づく

年間保証委託料将来債権 

（5）格付け       BBB 

（6）格付け会社   スタンダード＆プアーズ 

（7）借入主体     合同会社レントゴー 

（8）オリジネーター 

株式会社リプラス 

（9）バックアップサービサー 

                   青山綜合会計事務所、 

                   日立キャピタル債権回収

株式会社 

（10）アレンジャー三菱UFJ証券株式会社 

（11）その他      トランシェA-1ローン

は、格付けを取得して

おりますが、トランシ

ェA-2ローン、トランシ

ェBローン、トランシェ

Cローンについては格付

けを取得しておりませ

ん。 

６．平成19年３月26日の当社取締役会決議

に基づき、以下のように合同会社Rブリ

ッジ(特定目的会社：SPC）に対し匿名

組合出資を行い、また、同社の借入れ

に対し債務保証を行っております。 

（1）匿名組合出資契約の概要 

①出資額         550,837 千円（当社の

出資比率100％）（ただ

し、合同会社Rブリッジ

の借入条件により、当

社の匿名組合出資額は

最大で1,580,837千円と

なる場合がありま

す。） 

 



前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

 ─────────── ───────────  （2）債務保証の概要 

①債務保証の内容 合同会社Rブリッジの

株式会社三井住友銀行

からの借入金に対する

債務保証 

②債務保証額     4,660,000千円 

③債務保証期間   平成19年３月26日より 

平成20年３月25日 

 （3）出資及び保証先の概要 

 合同会社Rブリッジ（特定目的会社：

SPC）（平成19年２月設立） 

 不動産の取得、または係る不動産を

信託財産とする不動産管理処分信託契

約にかかる不動産信託受益権を取得

し、信託受託者を通じるなどして当該

不動産の管理、運用及び処分をするこ

とを目的としております。 

７．平成19年３月29日開催の当社取締役会

決議に基づき、以下のようにアレンジ

ャーである株式会社みずほ銀行及びシ

ンジケート団との間で金銭消費貸借契

約を締結しております。 

 （1）契約金額          総額2,300,000千円 

 （2）契約締結日        平成19年３月30日 

 （3）借入実行日        平成19年４月３日 

 （4）最終返済日        平成24年３月28日 

 （5）アレンジャー      株式会社みずほ銀行 

 （6）エージェント      株式会社みずほ銀行 

 （7）資金使途          長期運転資金 

 （8）担保 

 当社が保有するリプラス・レジデン

シャル投資法人の投資証券3,500口及び

連結子会社が保有するリプラス・レジ

デンシャル投資法人の投資証券3,000

口、計6,500口 

 （9）参加金融機関 

 株式会社みずほ銀行、株式会社りそ

な銀行、株式会社東京都民銀行、株式

会社八十二銀行、株式会社横浜銀行、

興銀リース株式会社 



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 （1）臨時報告書 

平成19年３月16日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規

定に基づく臨時報告書であります。 

 （2）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第５期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月30日関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年９月20日 

株式会社リプラス  

  取締役会 御中      

  みかさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安田 幸一 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小橋川 淳一 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リプラスの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年１月１日から平

成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社リプラス及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年９月19日 

  株 式 会 社 リプラス  

  取締役会 御中      

  東 陽 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金野 栄太郎 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡田  基宏 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田  嗣也 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リプラスの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月１日から平

成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社リプラス及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、RCA01に対して中間連結財務諸表提出会社が多

額の保証債務を行っているが、一時的な契約のため、連結の範囲から除外している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年９月20日 

株式会社リプラス  

  取締役会 御中      

  みかさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安田 幸一 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小橋川 淳一 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リプラスの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１日から平成

18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社リプラスの平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年１月１日か

ら平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年９月19日 

株式会社リプラス  

  取締役会 御中      

  東 陽 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金野 栄太郎 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡田  基宏 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田  嗣也 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リプラスの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から平成

19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社リプラスの平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１日か

ら平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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